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一般社団法人愛媛県法人会連合会 

平成２６年度事業報告 
自 平成 26年 4月  1日 

至 平成 27年 3月 31日 

概   況 
平成２６年度、国内の経済は、政府の経済政策を契機として、株式市場が大きく変動

し、家計と企業マインドが若干改善してきたことなどを背景に、デフレからの脱却が見

えてきております。愛媛県内の経済においても、緩やかながら景気回復基調にあること

が、各種の指標に表れ始めております。 
そのような状況下、法人会は、従来から実施している税の啓発活動の推進、税制・税

務に関する提言を実施する同時に、公益法人の移行（平成２５年４月１日から本会は一般

社団法人(非営利型)、県内法人会は公益認定法人）に対応するため、地域経済や社会への貢

献事業を積極的に実施するとともに、会員の増強による組織の強化と事務局の運営体制

の支援につとめました。 
また、当会は早期から、加速度的に進む少子・高齢化による労働力不足が経済に及

ぼす影響を危惧し、少子化対策支援として「えひめ結婚支援センター事業」「子育て

応援企業認証サポート事業」等国・県からの委託事業等を積極的に実施しております

が、２６年度はさらに、総合的な対策として、高年齢者の就労等環境整備を目的とす

る労働局からの委託事業「生涯現役社会実現環境整備事業」や、女性活躍を目指して、

２５年度の「ポジティブ・アクション展開事業」（厚生労働省）に引き続き、内閣府か

らの「地域女性活躍加速化交付金事業」を実施し、多くの成果を上げるとともに法人会

の社会的地位の一層の向上や存在感のある法人会の確立を図りました。 
主な事業は次のとおりとなっております。 
 

〈 継１ 〉 
 
１，納税意識の高揚と税知識の普及並びに税制及び税務に関する調査研究・提

言に関する事業 
 

県内各法人会と緊密な連絡を図り、法人会が納税意識の高揚・啓発と税知識の普

及に努め、税制・税務に関する提言を行い、もって適正・公平な申告納税制度の維

持・発展と税務行政の円滑な執行に寄与することを目的に事業を行った。 

 

 （１）税に関する広報及び啓蒙活動 

①愛媛県内の全法人、住民を対象に税を考える機会を提供するとともに、税につい

ての理解、意識啓発を促すことを目的として、税を考える週間（国税庁）の一環

として、税制に関する事項を地元新聞上等に掲載。 

広報媒体 掲載日 体  裁 内   容 

愛媛新聞 １１月１１日 全県版 全５段 税を考える週間税の啓発広告掲載 

 
②国民一人一人が税の意義や役割を正しく理解することを目的として、税金の使わ

れ方と歳入・歳出の割合、県民一人あたりの予算などについての税情報を愛媛新

聞上に掲載。記事中には県連会長の税に対するコメントや、納税意義について法

人会から発信を行った。 



2 
 

 
広報媒体 掲載日 体  裁 内   容 

愛媛新聞 １１月９日 全県版 全１５段 「税を考える週間 税に関する

記事」 

③電子申告（e-Tax・eLTAX）制度の普及推進 

④ホームページ等による税情報の発信 

 

（２）税制及び税務に関する調査研究並びに提言に関する事業 

①税制改正の提言の集約と上申 

県内法人会が税制に関する意見を取りまとめた税制改正要望を集約し、中小企業

の租税負担の軽減と合理・簡素化及び適正公平な課税、税制・税務に関する提言を

行うため、全法連に上申した。 

要望事項は下記のとおりで、税制・税務に関する提言は、すべての企業に関連し

た内容となっている。 

社会保障と税の一体改革について 

国民皆保険・皆年金の達成から半世紀が過ぎ、今日の日本の社会及び社会保障制度は、

人口構成の大きな変化、雇用基盤の変化、家族形態・地域基盤の変化、貧困・格差問題、

世代間の不公平、孤独・孤立の広がりなどの問題に直面しており、これらの問題に対応
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り、より一層地方に手厚くし、自由度を高めるべきである。 
 そのなかで、現状としては地域間の経済格差も大きい状況にあることから、「地方自

治の原則」をベースに役割分担の明確化、あるいは権限移譲を進めていくなかで、大幅

な税源移譲を行い主要税体系そのものの多くが移譲してしまうことは地方自治体間の

人的格差も大きく、現実的ではないといえる。 
 さらに、人手不足が現状のものとなるなか、経済を持続的に発展させるためには「女

性活躍の推進」が急務であるといえる。さらには将来に渡って生産労働人口の維持する

ための出生率の改善策、労働力の減少に備えた高齢者の雇用継続や若年者の雇用の確保

などは、日本経済の維持発展の基盤となるものであり、より積極的な施策を検討すべき

である。 

法人税について 

グローバル競争が一段と激化するなか、現行の法人税率は欧州・アジア主要国に比し

てまだ高い。世界標準に沿った成長志向の法人税改革を行うべき時がきているのではな

いだろうか。実効税率の更なる引き下げが必要である。 

所得税について 

 我が国の所得税率は 1980 年代以降、段階的に引き下げられてきたが、その課税最低

限は諸外国と比較しても高い現状にある。課税最低限の引き下げを行い、幅広く薄く国

民が負担すべきである。また、少子化対策の一環として子育て世代については税制面の

優遇措置も検討すべきである。税制自体が「富の再分配」の一面を持つことから高額所

得者への課税強化はやむを得ないともいえるが、国際競争上のデメリットもありさらな

る負担増については慎重な判断が必要である。最高税率は現状にとどめるべきである。 

相続税について 

   事業用資産と一般資産を切り離した本格的な事業承継税制の創設を求める。事業継

承者以外の法定遺留分の影響により、止むを得ず事業用資産を手放すことによりその事

業承継自体が実現しないという問題があり、さらに相続税の課税強化も重なり、今後の

円滑な事業承継のためには制度整備が急務であるといえるのではないか。 
事業承継税制についていえば見直しが行われるなど整備されつつあるが、未だ内容が

わかりにくく、かつ適用申請の要件が厳しい。実際に利用が困難であることから適用要

件の更なる緩和・見直しが必要である。 
特に見直すべき事項については、「原則として死亡時まで株式を保有しないと猶予税額

が免除されないこと」「５年平均で８割以上の雇用を確保すること」が挙げられる。 

地方税の見直しについて 

国とともに地方においても今後税制の見直しが課題になるが、見直しが必要な優先度

の高い税目は、地方法人二税（法人住民税、法人事業税）と固定資産税と考える。 
また、地域間の経済格差や地方行政の能力格差を考慮し、まずは所得税と地方住民税

の申告一元化を実施するべきである。 
さらに、行政の効率化を図るため道州制の導入などを中長期的な目線で精査する必要

がある。 

その他 

納税者番号制度の利用については、制度の導入・維持にかかるコストを明確化すると

ともに、個人情報の取り扱いに充分留意する必要がある。その前提のうえで、納税者の

利便性向上のため各種行政手続き等にも利用できるよう範囲を拡大すべきである。 
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平成２７年度税制改正に係る個別要望について 

現在の我が国において、医療費の高騰・年金給付水準の抑制および支給開始年齢の引

き上げ・介護従事者不足により十分な介護を受けることができない等、国民は社会保障

制度に不安を感じるとともに将来についても希望が持てない状況にある。このような状

況下において安定的な財源を確保し、国民に安心を与える社会保障制度を確立するため

には、まずもって公務員制度改革や国・地方における議員の定数削減等、行財政改革の

スピードを早めることが最優先である。財政の無駄の削減について目に見える形で国民

にその成果を示し、国民一人ひとりが納得して負担できる税制改正を目指さなければな

らない。 
また、制度が煩雑になることでその利用が阻害されるため、平成２７年度税制改正に

は、税負担の公平性と制度の簡素化を要望する。 
なお、個別税目の要望事項は次のとおりある。 

 
平成２７年度税制改正要望事項 

国     税 

法  人  税 

◇法人税率等    
国際競争力の強化や国内産業の空洞化による雇用問題などから法人税率の引き下

げをすること。資本金又は出資金が１億円以下の中小法人の所得のうち、年８００

万円以下の金額に対する法人税の軽減税率が１５％に引き下げられたが、これを時

限措置ではなく本則化するよう求めるとともに、昭和５６年から据え置かれている

中小法人に対する軽減税率適用の所得金額については１，６００万円程度に引き上

げること。 

◇中小企業に対する不良債権の処理について 
中小企業の財務体質の早期改善策として、不良債権がある場合には無税償却の要件

を緩和すること。また、中小零細企業にとっては運転資金に余裕がないので、取引先

が民事再生法の適用を受ければ、不良債権を倒産時と同様に迅速な損失処理ができる

ように改正すること。但しその後売掛金の回収があれば、その期の収入としての計上

で可とする。 

◇中小企業活性化のための税制のあり方について 
建物等を取得しても、減価償却期間の耐用年数より借入の返済期間が短ければ、定

額法の場合償却額が少なくキャッシュフローが悪化するので、償却年数を借入返済年

数に合わせることができるような措置が必要である。 

◇交際費課税の見直し 
  消費支出の回復による経済の活性化の観点から交際費課税のより大きな緩和を行

うべきである。平成１５年度，平成２５年度の税制改正により一部・一定期間増額さ

れたが、まだ不十分である。景気の刺激策ともなるので交際費は全額損金にすること。

なおできない場合は、資本金１億円以上の企業についても一律８００万円の定額控除

を認めること。 

◇「交際費等」の非損金科目の見直し 
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  平成１８年度の改正で会議費と飲食費の区分が明確にされたが、交際費等には寄付

金、福利厚生費、販売促進費、給与等の他費目の税法上の非損金部分が含まれている

が、これらは、事業上の経費であることから見直しをすること。 

◇中小法人等の欠損金の繰戻し還付制度の継続 
  資本金又は出資金が１億円以下の中小法人等の平成２１年２月１日以後に終了す

る各事業年度において生じた欠損金の繰戻しによる還付制度の適用ができるように

なり、同制度の適用が平成２８年３月３１日まで延長されたが、その後も継続できる

よう制度化すること。  

◇少額固定資産の減価償却について 
  少額固定資産の損金算入限度額は３０万円と損金算入限度額の上限３００万円と

なったが、中小企業の活性化に資するためにも制度の適用期間の延長と上限３００万

の撤廃を要望する。 

◇減価償却制度の簡素化について 
  設備投資を促進し経済の活力を維持向上するため、さらには事務処理の簡素化のた

め、減価償却の取得価額基準を 30 万円未満までに引き上げ、一括償却資産の損金算

入制度は廃止すべきである。 

◇寄付金 
  損金算入限度枠を廃止し全額損金算入を認めること。 

但し、全額損金算入が難しい場合は、公共性、教育性、スポーツ性、文化性の強い

ものに対する非課税等を拡大すること。 

◇配当所得への二重課税の排除 
配当の原資となる法人の利益に対しては法人税が、その配当原資を株主に配当する

際には所得税が課されており、二重課税となっているので、見直しを求める。 

◇役員報酬および賞与の取扱い 
  近年、雇用形態や給与体系が大きく変化し、特に賃金は年功序列型から能率給型へ

急速に移行している。さらに利益に連動して役員報酬を支給する企業が増えている。   

こうした事情を考慮し、役員報酬及び賞与に関する課税を現実に即した措置に改める。 

◇退職給与引当金制度について 
「中小企業の会計に関する基本要領」においては、退職給与引当金の計上が認めら

れている。労働協約、就業規則等による退職金規程に基づいた法的債務の性格を有す

るため、その繰入について損金算入を認めるべきである。その際には、役員・社員の

区別なく繰入対象とし、損金算入を認めるべきである。 

所  得  税 

◇所得税の累進税率と諸控除の見直し 
所得税、住民税の累進構造を改め、適用税率を引き下げること。社会的実情を考慮

に入れた諸控除のあり方及び控除額の見直しをするとともに、課税最低限については

税負担の公平・公正の観点から引き下げること。 

◇納税者番号制度の導入 
   マイナンバー制度が平成２７年１月から運用開始されることとなったが、今後の番

号制度の利用については、社会保障、税、防災分野のほか、各種行政手続きにも広く

利用すべきである。しかしながら、充分に国民で議論するとともに、運用コストや個
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人情報の保護法を含む整備をするなど、慎重な取り扱いが必要である。 

◇金融関係税制 
平成２０年度の税制改正において、エンジェル税制の拡充が行われたが、依然中小

企業（ベンチャー企業）にとって金融環境は厳しく、資金需要に苦慮している。より

一層の投資を促進するため、寄付金控除の限度額や対象事業者の見直しなどを行うこ

と。 

◇資産譲渡における分離課税について 
平成１６年度より土地建物の譲渡損失を他の所得と通算しないことになっている

が、他の所得と損益通算ができるように旧法に戻すこと。 

◇控除対象配偶者の所得制限の見直し 
現行の配偶者の扶養控除適用要件は１０３万円であり、社会保険の扶養要件が１３

０万円である。この２つの扶養要件が配偶者の労働環境に大きな影響を与えている。

配偶者控除の収入制限を１５０万円程度に引き上げること。その際、社会保険の扶養

要件についてもバランスを取り引き上げる必要がある。また、女性の労働意欲を上昇

させるためには子育て支援の更なる充実が不可欠であり、この問題は税制だけではな

く社会保障を含めた複合的な議論が必要である。 

◇電子申告制度について 
国税電子申告・納税システム（e-Tax）の促進については、電子行政の推進や利用

者側の利便性向上等の観点から、地方税電子申告制度や各省庁・地方自治体が実施し

ている電子申請等、更には、税金の決済機能を有する金融機関等を含めた、総合的な

開発と連携が必要である。 

◇電子申告特別控除の適用について 
現在廃止されているが、国税電子申告・納税システム（e-Tax）の普及定着を目的

としこれを再適用することとし、導入初年度に限られていた特別控除を一定期間継続

することとする。また、同制度の法人税への適用、さらには税理士の代理送信の場合

にも控除を認めること。   
  なお、普及にあたっては制度の完成度を高めるとともに、セキュリティの強化を図

るべきである。 

相 続 税 ・ 贈 与 税 

 ◇相続時精算課税制度について 
  相続時精算課税制度では、贈与財産の贈与時の価額で贈与税を納めることとなって

いるが、近年、地方では地価の下落が大きく、現状ではリスクが大きいので、相続物

件の評価については相続時もしくは当制度選択時のいずれか評価額の低いほうを選

択できるようにすること。 

◇相続税の基礎控除の引き上げ 
平成２７年１月１日より相続税の基礎控除が５，０００万円から３，０００万円に

引き下げられることとなったが、事業承継の財産（事業用土地等の資産）については、

事業承継をよりし易くすることを考慮に入れたうえで、相続税の基礎控除を再度引き

上げること。 

◇相続税の見直し 
  事業承継がスムーズにできる税制にするため、中小企業オーナー経営者が相続人に

「株式及び会社資産」を贈与する場合、一定期間売却しない場合は相続税を免除する。

（簿価譲渡可とする） 
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◇事業承継税制について 
・相続税の納税猶予は評価できるが、相続の問題であり事業継承税制の全体像が分か

りにくいので明確にすること。納税猶予制度は事業承継での第１段階としては評価

できるが、事業承継の手法としては利用しがたい。 
・非上場会社の相続税軽減措置について、相続税の納税猶予は期間制限を設けるべき

である。 
・非上場株式は、市場制がないので、株式の評価を現実に見合う評価に改める。 
・事業の評価が類似事業の評価に頼り、個々の評価が正しい評価につながってないの

で、評価機関を作り評価を現実に合わせることが重要である。 
・平成２５年税制改正により、後継者の親族承継要件が廃止されたことは評価できる

が、事業承継税制は、相続にかかわる税だけでなく、事業存続のため、第三者へス

ムーズに継承できるような税制を加えるべきである。 
・取引相場のない株式等に係る相続税の納税猶予制度の創設については評価できるが、

要件が厳しく、現実的に適用困難であるので、要件を緩和し分かりやすい制度に改

正すること。 

◇贈与税について 
  贈与税の基礎控除額の引き上げ（１１０万円から１千万円） 

◇取引相場のない株式評価の斟酌率の引き下げ 
  中会社・大会社についても５０％に引き下げること。（小会社従業員５人以下） 

地  価  税 

◇平成１０年度から課税が停止されているが、現行税制を廃止すること。 

消  費  税 

◇地方消費税率の占める割合を引き上げ、地方に還元すべきである。 

◇総会延期等の特殊な場合、法人税は延納可能であるが消費税は延納できないことにな

っている。消費税の申告期限を法人税の申告期限に合わせること。 

◇消費税を含めた二重課税（Tax On Tax）をやめること。 

◇消費税の見直し 
消費税は社会福祉を目的とすべきであり、仮に税率引き上げが不可避となっても国

民の合意形成に努め、その税率は１０％を超えるべきではない。行財政改革が徹底さ

れるまでは、安易引き上げには賛成できない。 
また、税率１０％までの場合は、複数税率によるインボイス制は事務量が増大し処

理が煩雑になるため避けるべきである。 
なお、消費税率を１０％に引き上げた際の低所得者対策として、食料品など生活必

需品へ軽減税率を導入することが検討されているが、対象品目の線引きが難しく、避

けるべきである。 

◇免税措置および簡易課税制度ならびに基準期間について 
課税売上高１千万円以下の事業者への免税措置及び課税売上高５千万円以下に限

る簡易課税制度の適用要件を廃止する。廃止までの間は簡易課税・本則課税の判断は

申告時に選択できるようにすること。 
  なお、免税措置の廃止が難しい場合には基準期間制度を廃止することとする。現行

の基準期間と課税期間の関連性がなく、基準年の売上激増・激減に対応した資金感覚

が乖離し滞納の恐れがある。納税者の税負担の公平性や簡素化の観点から、現行の基
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準期間制度の廃止を要望する。この場合においては当該課税期間における課税売上高

が１千万円を超えれば課税事業者となるようにし１千万円以下であれば申告を行う

かどうかを選択できるように改正する。 

◇事務手続きについて 
  本則課税において、請求書・領収書・帳簿の整備が義務付けられるなど小規模事業

者にとって煩雑であるので簡素にすること。 

◇円滑な価格転嫁への対策について 
  消費税率の引き上げにあたって、価格決定のプロセスにおいて立場の弱い中小企業

が適正に価格転嫁できるよう、その実効を担保する確実な措置を講じること。 

◇免税事業者の免税判定も、課税売上高を１.０５もしくは１．０８で除した金額をも

ってすること。 

印  紙  税 

印紙税の免税点が５万円未満に引き上げられたことは評価するが、電子商取引の拡大

など、商取引の形態が多様化しており、課税の公平性に限界があるので現行税制を廃止

すること。 

地   方   税 

◇電子申告・電子納税制度の普及を図るため、地方税においても電子申告・電子納税の

整備を早急に図ること。 

※国税の電子申告・電子納税制度は徐々に利便性が向上されているが、納税者の利便

性の観点から地方税、特に市町村民税は問題があるといえる。県は eLTAX により

既に普及しているといえるが、国・県・市で一元化出来るシステムの構築を早急に

要望する。 

法  人  事  業  税 

◇外形標準課税が導入されたが、今後とも行財政改革を断行し、可能な限り納税コスト

を抑え、安易に中小企業の納税負担を増やさないよう配慮すること。資本金１億円以

下の中小法人に対しては、今後とも外形標準課税を導入すべきでない。同制度の課税

強化が取り沙汰されているが、これは法人税率の減少を補完するものではない。地方

税を増税することで実効税率そのものが維持され、法人税率引き下げの本来の目的を

失わせることとなる。 

◇法人事業税においても法人税と同様の繰戻還付制度を創設すること。    

◇事業税の計上時年度の損金算入を認めること。 

法 人 住 民 税 

◇法人住民税においても法人税と同様の繰戻還付制度を創設すること。 

◇法人税割を軽減し、均等割の区分の見直しをすること。 

◇所得税から住民税に税源移譲されたが、住民税の前年度所得課税を改め、所得税と同 

様に当年度所得課税に改めること。 
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個 人 住 民 税 

◇住民税の課税標準額を所得税と同一にし、住民税申告と所得税申告を一本化すること。 

固  定  資  産  税 

◇固定資産税の課税の仕方（資産評価）が分かりにくいので簡明にすること。 

◇従来の負担調整方式をやめ、現行の課税方式を収益還元方式に改めること。 

◇地価の変動が激しい場合は、３年ごとに評価を見直す方式を改め、適正な時価による

評価に努めること。 

◇制限税率が取り外されたが安易に税率を上げないこと。 

◇資産の評価（雑集地等）を分かりやすくすべきである。 

◇固定資産税の対象となる償却資産についても、法人税・所得税と同様に、中小企業者

等の少額資産の損金算入の特例を認めるべきである。 

◇法定外目的税の導入について 

・２０００年４月に施行された地方分権一括法により「法定外目的税」の創設が可能

となり、森林環境税・産業廃棄物税等の新税が導入されたが、導入にあたっては広

く地域住民や投票権のない法人企業にも意見を求めること。また、安易に法人企業

に限定しての課税をしないこと。 

・税の使い道については広く住民に対し徹底した情報開示をすること。 

事 業 所 税 

事業所税は、人口３０万人以上の市等に課税されるため、市町村合併の進行により課

税主体が拡大するケースが見受けられる。固定資産税と二重課税の問題があるので廃止

すること。 

そ   の   他 

◇租税特別措置について 

政策誘導的な租税特別措置・非課税等特別措置については、その目的や効果を十分

に吟味し整理合理化を進めるべきである。  
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地元地方自治体に対する要望活動 

要望活動先 要 望 活 動 実 施 者･ 
要 望 活 動 実 施 日 

対 象  
自 治 体 名 

面 接 者 
の役職名 

 
県連･単位会名／同役職 

 
要 望 活 動 実 施 日 

愛媛県 総務部長 松山／副会長、税制・税務委員長 篠原成行 
県連・松山／事務局長 岩丸 裕建  平成 26 年 12 月 12 日 

愛媛県議会 議 長 松山／副会長、税制・税務委員長 篠原成行 
県連・松山／事務局長 岩丸 裕建  平成 26 年 12 月 12 日 

松山市 市 長 松山／副会長、税制・税務委員長 篠原成行 
県連・松山／事務局長 岩丸 裕建  平成 26 年 12 月 16 日 

今治市 市 長 

今  治 ／会  長   佐谷 昭範 
         ／税制委員長  木元 裕子 

／税制副委員長 井上 裕基 
     ／専務理事   南   聰 

平成 26 年 11 月 20 日 

今治市議会 議 長 

今  治 ／会  長   佐谷 昭範 
         ／税制委員長  木元 裕子 

／税制副委員長 井上 裕基 
     ／専務理事   南   聰 

平成 26 年 11 月 20 日 

西条市 

副 市 長 
財務部長 
資産税課長 
市民税課長 
納税課長 

伊予西条／会  長   星加 隆夫 
／副 会 長  渡部 英志 
／事務局長  山中 一明 

平成 26 年 11 月 20 日 

西条市議会 議 長 
伊予西条／会  長   星加 隆夫 

／副 会 長  渡部 英志 
／事務局長  山中 一明 

平成 26 年 11 月 20 日 

新居浜市 市 長 
市民税課長 

新 居 浜／会  長  桑原 征一 
    ／副 会 長   日野  功 

／副 会 長   神野 勝太 
／副 会 長   米谷 正人 
／税制委員長 田村 征夫 

    ／事務局長  伊藤 伴忠 

 
平成 26 年 11 月 26 日 
 

新居浜市議会 議事課長 

新 居 浜／会  長  桑原 征一 
    ／副 会 長   日野  功 

／副 会 長   神野 勝太 
／副 会 長   米谷 正人 
／税制委員長 田村 征夫 

    ／事務局長  伊藤 伴忠 

 
平成 26 年 11 月 26 日 
 

四国中央市 
 
市 長 
 

宇  摩／会  長   篠原 正能 
    ／副 会 長   石﨑 康文 

／事務局長   菰田 義信 
      ／事務局員   白石 真紀子 

平成 26 年 11 月 19 日 

四国中央市議会 議 長 

宇  摩／会  長   篠原 正能 
    ／副 会 長   石﨑 康文 

／事務局長   菰田 義信 
      ／事務局員   白石 真紀子 

平成 26 年 11 月 19 日 

大洲市 市 長 大洲喜多／会  長   古森 達夫 
    ／事務局長   祖母井 玄 平成 26 年 11 月 6 日 

大洲市議会 議 長 大洲喜多／会  長   古森 達夫 
    ／事務局長   祖母井 玄 平成 26 年 11 月 6 日 

八幡浜市 市 長 八 幡 浜／会    長   三瀬 泰介 
         事務局長   佐藤  康 平成 26 年 11 月 21 日 

八幡浜市議会 議  長 八 幡 浜／会    長   三瀬 泰介 
         事務局長   佐藤  康 平成 26 年 11 月 21 日 

宇和島市 市民環境 
部  長 

宇 和 島／会   長   野本 政孝 
        事務局長   岡本 恵介 平成 26 年 11 月 19 日 
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〈 継２ 〉 

２．地域企業の健全な発展に資する事業 

県内法人会と緊密な連絡を図り、地域中小企業の経営に役立つことを目的に、会

計・経営・労務を中心とした研修会等の県内法人会の実施を支援するとともに、融

資制度の普及推進等、地域企業の健全な発展に資する事業を行った。 

（１）融資制度の普及推進 

地域経済の発展に資することを目的に、税理士会・愛媛県信用保証協会・金融機

関と提携して、県等融資制度について、積極的な広報を図ったことから、県内企業

の金融面での支援に貢献した。概要は次のとおり。 

○小口連携保証（ﾄﾗｲｱﾝｸﾞﾙ 1000） 
将来性があり、資金調達環境の厳しい中小企業のために、金融機関の協力を得て、

必要資金の供給を図り、経営基盤の安定化に資するための愛媛県信用保証協会と連

携した商品で、法人会の推薦状が必要な融資制度である。申込から極めて短期間で

融資実行されることが特徴で、ｺﾗﾎﾞﾚｰｼｮﾝﾛｰﾝで導入した「中小企業会計に関する基

本要領の適用に関するﾁｪｯｸﾘｽﾄ」や「会計参与制度」の活用による保証料の割引が

設定されるなど内容も充実している。 

      融資累計件数  ２，８６７事業所 
 

（２）インターネットセミナーの配信 
 県連・単位会ホームページ上に、いつでもどこでも各種セミナーの動画発信でき

るサービス（インターネットセミナーオンデマンド）を提供した。広く一般に公開

できるため公益性を担保している。 

（３）中小企業基盤整備機構セミナーの県内法人会実施の支援 

○中小企業会計啓発・普及セミナー 

「中小企業の会計に関する基本要領」に基づく中小企業会計や税制改正の説明と

融資制度を普及推進するため県内８箇所の実施を支援した。 
主催は、中小企業基盤整備機構・県法連・各単位会、共催として、四国税理士会

愛媛県支部連合会を後援として、伊予銀行・愛媛銀行・愛媛信用金庫・東予信用金

庫・川之江信用金庫・宇和島信用金庫の協力により次のとおり開催した。 

平成２６年度 中小企業基盤整備機構 会計啓発・普及セミナー実施報告 

単位会名 開催日 参加人数 備考 

松 山 

8月 21日 
（基本）47名 

（応用）46名 

主催：松山法人会 

共催：松山商工会議所  

11月 17日 
（基本）27名 

（応用）24名 

主催：松山商工会議所 

共催：松山法人会 

今 治 10月 16日 33名  

伊 予 西 条 9月 2日 21名  

新 居 浜 8月 27日 41名  

宇 摩 9月 9日 35名  

大 洲 喜 多 9月 11日 15名  

八 幡 浜 10月 23日 21名  

宇 和 島 11月 13日 20名  

計  330名  
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8月 21日と 11月 17日は基本コース・応用コースの 2コースを開催 

講師は、税理士 山内 実 氏，中小企業診断士 山本 久美 氏 

（４）パソコン講座の県内法人会実施の支援 
平成２６年度 県下パソコン移動研修会の実施状況 

単位会名 開催回数 参加人員 

松山 20回 216名 

今治 2回 8名 

伊予西条 2回 30名 

新居浜 4回 24名 

宇摩 2回 23名 

大洲喜多 2回 15名 

八幡浜 2回 7名 

宇和島 1回 12名 

計 35回 335名 

 
 
＊＊県内法人会の研修実施報告＊＊  

◇研修参加者数の推移 

 各単位会とも基幹研修会である「新設法人研修会」「決算期別研修会」や社会貢

献活動を兼ねた講演会等の開催を適時実施し、全国的にも高いレベルにある研修参

加率を上げた。 
 特に、融資制度の根幹を成す「中小企業の会計に関する基本要領」による会計ｾﾐ

ﾅｰを県下８単位会で開催、また、パソコン研修会を県下８箇所で開催する等、県連

主体で積極的な公益性を担保した研修活動を実施した。 

 

平成 26 年度研修参加人員等調査表 

項  目 単位会合計 県  連 総 合 計 
該当会数 実施回数 参加人数 実施回数 参加人員 実施回数 参加人員 

１，税法・税務 8 286 10,159 3 131 289 10,290 

２，経 営 ・ 経 済 ・ 金 融 8 121 10,363 32 901 153 11,264 

３，そ の 他 7 56 2,845 134 2,779 190 5,624 

合  計  463 23,367 169 3,811 632 27,178 

一般市民参加事業 

項  目 単位会合計 県  連 総 合 計 
該当会数 実施回数 参加人員 実施回数 参加人員 実施回数 参加人員 

一般市民参加事業 8  6,507  2,540  9,047 
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〈 継３ 〉 

３．地域社会への貢献を目的とする事業 

県内各法人会と緊密な連絡を図り、中小企業単独では難しい企業の社会的責任

（CSR）を果たすため、団体としての組織力を活用し、地域社会への貢献活動を行

うことを目的とする事業を行うとともに、公益目的事業を積極的に推進した。  

（１）地域産業の振興と酒税の適正納税ＰＲ「新酒きき酒会」 

開催日 平成26年4月9日 会 場  いよてつ高島屋  参加者数 225名 

内  容  第１部 平成26年新酒きき酒会   

第２部 入賞者発表会  

 

（２）「えひめ結婚支援センター運営事業」 

１．事業の目的 
少子化の主たる要因である未婚化・晩婚化に対応するため、えひめ結婚支援セ

ンターにおいて、結婚支援イベントの開催及び個別のお引合せ「愛結び」等を通じ

て、結婚を望む未婚の男女へ出会いの機会を提供することにより、結婚を支援する

活動を行った。 

２．事業の内容 

(1) イベント事業 

ア 事務局の体制（事務局設置場所及び職員数） 

 松 山：松山市大手町 2丁目 5-7 常勤職員２名、パート５名 

 西 条：西条市朔日市 779-8  臨時職員２名、パート３名 

 大 洲：大洲市中村長畑 210番地 39 臨時職員１名 

イ 応援及び協賛・ﾎﾞﾗﾝﾃｨｱ推進員の登録状況  詳細：協力企業及びﾎﾞﾗﾝﾃｨｱの状況 

（３月３１日現在） 

 応援企業 １９９社、協賛企業 ７２２社、ボランティア推進員 ２４３名 

ウ メルマガ登録状況と配信状況  詳細：結婚支援メルマガ登録者数詳細 

 メルマガ登録数 ９６０３名（３月３１日現在）、メルマガ発行数 ２８７回 

エ イベントの実施状況 

 開催イベント ２４５回  詳細：結婚支援イベント開催状況 

 セミナー    ２１回  

オ お引合せ・交際フォローの実施状況 

 カップリング数 ９６２組  詳細：結婚支援イベント開催状況 

 交際フォローシステム利用メール数 ７３６４通 

 成婚３７組 

 

(2) 愛結び推進事業  

ア 愛結び会員の登録状況  詳細：愛結び会員登録数詳細 

 愛結び現会員数  ２６３１名（３月３１日現在） 

イ 会員登録・閲覧窓口の設置及び開設状況  詳細：愛結び開設状況 

 常設設置 

 松 山： 3ブース、３６４７回、２８３１人利用 

 西 条： 2ブース、３２８９回、１５８６人利用 
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 大 洲： 2ブース、２０１１回、１０９２人利用 

 宇和島： 1ブース、１２２回、９３人利用 

 特設設置 

 中 予： 2ブース、１４６９回、１２０１人利用 

 東 予： 2ブース、３３７１回、２０９５人利用 

ウ 愛結び会員の閲覧・申込み状況  詳細：愛結び実施状況 

 閲覧７９９８人 申込み６０７７人 

エ 愛結びサポーターの認定状況  詳細：協力企業及びボランティアの状況 

 ６０名（３月３１日現在） 

オ 個別のお引合せ・交際フォローの実施状況  詳細：愛結び実施状況 

 お引合せ１２５８組 内交際開始５８５組  成婚８４組 

 

(3) Web サイト・愛結びシステムの管理 

ア 募集・登録用ホームページの設置状況 

 パソコン用ホームページ（URL http://www.msc-ehime.jp ） 

 携帯用ホームページ（URL http://www.msc-ehime.jp/m ） 

 ブログページ（URL http://ameblo.jp/msc-ehime ） 

 Facebookページ（URL https://www.facebook.com/msc.ehime ） 

イ バナー広告  協賛企業４社 

 

(4) 結婚相談等アドバイザー事業 
ア 顧問弁護士 

 しまなみ法律事務所（今治市南宝来町 2-3-7 0898-23-2136）池田和隆弁護士 

 「個人情報保護に関する研修会」 平成 27年 3月７日実施 115名受講 

 個別相談 随時対応 

イ アドバイザー 

 NPO法人全国地域結婚支援センター 代表理事 板本洋子氏 

 「ボランティアチーフ(板本先生と語ろう)」平成 26年 7月 1日実施 10名受講 

 「ボランティア推進員事例集」編纂及びアドバイス協力 

 個別相談 随時対応 

 

(5) その他 
ア 広告実施及びメディア報道の状況 

 報道 43回 広告 2回  詳細：広告実施及びメディア報道等の状況表 

イ 認定証等交付式・説明会・研修会・勉強会・交流会・交流企画会の実施状況 

 感謝状贈呈式及び各種認定証等交付式 

① 開催日 平成 27年 3月 7日 県美術館 講堂  出席者数115名（48社） 

 ボランティア推進員説明会・面接及び個人情報保護研修会・勉強会  9回 

① 中予開催 平成 26年 4月 18日 松山商工会館日中 出席者数 16名 

② 中予開催 平成 26年 4月 18日 松山商工会館夜間 出席者数 6名 

③ 南予開催 平成 26年 6月 6日 大洲喜多法人会 出席者数 4名 

④ 中予開催 平成 26年 10月 6日 愛媛県総合社会福祉会館 出席者数 3名 

⑤ 南予開催 平成 27年 1月 24日 八幡浜ｾﾝﾁｭﾘｰﾎﾃﾙｲﾄｰ 出席者数 15名 

⑥ 中予開催 平成 27年 1月 26日 松山商工会館日中 出席者数 26名 

⑦ 中予開催 平成 27年 1月 26日 松山商工会館夜間 出席者数 6名 

⑧ 東予開催 平成 27年 1月 29日 四国中央市中ノ庄公民館 出席者数 11名 

http://www.msc-ehime.jp/
http://www.msc-ehime.jp/m/
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⑨ 東予開催 平成 27年 1月 29日 西条商工会館 出席者数 18名 

 ボランティア推進員交流会・交流企画会  18回 

① 中予開催 平成 26年 6月 2日 松山商工会館 出席者数 21名 

② 東予開催 平成 26年 6月 13日 西洋料理 sogabe 出席者数 16名 

③ 東予開催 平成 26年 6月 28日 欧風ｲﾀﾘｱﾝ食堂ｸﾞﾗｯﾁｬｰﾉ 出席者数 13名 

④ 中予開催 平成 26年 7月 3日 道後温泉茶玻瑠 出席者数 15名 

⑤ 中予開催 平成 26年 7月 17日 東京第一ホテル松山 出席者数 20名 

⑥ 東予開催 平成 26年 7月 26日 ｶﾌｪﾚｽﾄﾗﾝ Riina 出席者数 13名 

⑦ 中予開催 平成 26年 9月 2日 Rue Mon chouchou 出席者数 8名 

⑧ 南予開催 平成 26年 9月 6日 八幡浜ｾﾝﾁｭﾘｰﾎﾃﾙｲﾄｰ 出席者数 5名 

⑨ 中予開催 平成 26年 9月 25日 松山全日空ホテル 出席者数 11名 

⑩ 中予開催 平成 26年 10月 6日 愛媛県総合社会福祉会館 出席者数 20名 

⑪ 中予開催 平成 26年 11月 8日 Rue Mon chouchou 出席者数 14名 

⑫ 東予開催 平成 26年 11月 24日 カフェゼッカ 出席者数 22名 

⑬ 中予開催 平成 26年 11月 26日 ル・トワ・ルージュ 出席者数 13名 

⑭ 中予開催 平成 26年 11月 28日 ひら井 出席者数 10名 

⑮ 東予開催 平成 26年 12月 3日 クーネルキッチン 出席者数 13名 

⑯ 中予開催 平成 26年 12月 10日 ホテル JALシティー松山 出席者数 12名 

⑰ 南予開催 平成 27年 1月 24日 八幡浜ｾﾝﾁｭﾘｰﾎﾃﾙｲﾄｰ 出席者数 14名 

⑱ 中予開催 平成 27年 2月 2日 松山商工会館 出席者数 21名 

ウ 視察・事業説明・会議出席等 

 視察受入  22回     

① 平成 26年 5月 9日 佐賀商工会議所 出席者数 4名 

② 平成 26年 5月 28日 長崎県庁こども未来課 出席者数 3名 

③ 平成 26年 5月 30日 香川県 NPOわははネット 出席者数 3名 

④ 平成 26年 5月 30日 高知商工会議所 出席者数 3名 

⑤ 平成 26年 6月 25日 富山法人会・富山知事政策課 出席者数 5名 

⑥ 平成 26年 7月 8日 茨城県行方市議会総務委員会 出席者数 12名 

⑦ 平成 26年 7月 23日 四国経済連合会 出席者数 4名 

⑧ 平成 26年 8月 6日 宮崎県庁こども政策課 出席者数 2名 

⑨ 平成 26年 9月 10日 高知県地域福祉課結婚支援センター 出席者数 6名 

⑩ 平成 26年 10月 9日 八戸法人会 出席者数 8名 

⑪ 平成 26年 10月 10日 山口県庁こども未来課少子化対策推進班  出席者数 4名 

⑫ 平成 26年10月 22～23日  やまなし出会いサポートセンター 出席者数 3名 

⑬ 平成 26年 12月 2日 三重県庁子ども・家庭局少子化対策 出席者数 4名 

⑭ 平成 27年 1月 14日 徳島県婦人団体連合会 出席者数 6名 

⑮ 平成 27年 1月 19日 山形街づくりサポートセンター 出席者数 8名 

⑯ 平成 27年2 月 6～ 8 日 大妻女子大学ﾗｲﾌﾃﾞｻﾞｲﾝ学科 小澤教授 出席者数 4名 

⑰ 平成 27年 2月 23日 広島県健康福祉局こども家庭課 出席者数 4名 

⑱ 平成 27年 3月 11日 高知県庁少子対策課・高知県法人会連合会 出席者数 4名 

⑲ 平成 27年 3月 13日 鳥取県子育て応援課子育て王国推進担当 出席者数 4名 

⑳ 平成 27年 3月 13日 京都府少子化対策課 出席者数 4名 

○21  平成 27年 3月 20日 秋田県少子化対策局長 出席者数 3名 

○22  平成 27年 3月 24日 高知県馬路村健康福祉課 出席者数 3名 

 講師派遣  7回 

① 平成 26年 8月 30～31日 長崎県婚活サポーター養成講座     講師 2名 
『ボランティア推進員の結婚支援活動について』（講演 75分） 

メルカつきまち（長崎市）・アルカス佐世保（佐世保市） 

② 平成 26年 10月 6日 第 2 回子育てネットワーク会議  講師 1名 
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『結婚支援から見えてきたこと』（講演 90分） 愛媛県総合社会福祉会館 

③ 平成 26年 10月 29日 ワークライフコラボ ライフデザイン講座 講師 1名 
『えひめの次世代を担う親づくり推進事業』（講演 45分）松山大学 

④ 平成 26年 12月 10日 伊予ロータリークラブ例会      講師 1名 
『えひめ結婚支援センターについて』（講演 40分） 伊予商工会議所 

⑤ 平成 26年 12月 25～26日 やまなし出会いｻﾎﾟｰﾄｾﾝﾀｰ運用研修 講師 1名 
『愛結び運用について』（2日間） 甲府法人会館（甲府市） 

⑥ 平成 27年 1月 23～24日 とやまﾏﾘｯｼﾞｻﾎﾟｰﾄｾﾝﾀｰ研修会  講師 1名 
『ボランティア活動について』（120分） サンシップとやま（富山市） 

⑦ 平成 27年 3月 27日 企業婚活支援ネットワーク会議  講師 1名 
『愛媛県の婚活支援の成功事例』（60分）ｻﾞ･ﾊﾟｼﾌｨｯｸﾊｰﾊﾞｰ（徳島市） 

 事業説明・事業 PR  6回 

① 平成 26年 8月 2日  にいはま女性フォーラム（新居浜市主催） 説明 2名 

えひめ結婚支援事業紹介・チラシ配布 新居浜ウイメンズプラザ 

② 平成 26年 9月 7日 女子力 UP！第 2回女子会 inしこちゅ  説明 1名 
えひめ結婚支援事業紹介・登録相談・チラシ配布 ホテルグランフォーレ 

③ 平成 26年 10月 18～19日 愛媛県少子化対策強化フォーラム 説明 3名 
えひめ結婚支援事業紹介  アイテムえひめ 

④ 平成 26年 11月 22～23日 すごいもの博 2014   説明 6名 
えひめ結婚支援事業紹介  松山市堀の内 

⑤ 平成 26年 11月 29日 ひめ博 2014  説明 2名 

えひめ結婚支援事業紹介 松山市総合ｺﾐｭﾆﾃｨｾﾝﾀｰ 

⑥ 平成 26年 12月 20日 四国若者 1000人会議における PR  説明 1名 
えひめ結婚支援事業紹介 松山市総合ｺﾐｭﾆﾃｨｾﾝﾀｰ 

 会議出席等  2回 

① 平成 26年 11月 16～17日 2014 年度全国結婚支援セミナー 参加 5名 

（全国地域結婚支援センター主催）日本青年館（東京都） 

② 平成 26年 11月 17日 都道府県における結婚支援事業担当者会議 参加 2名 

（全国地域結婚支援センター主催）日本青年館（東京都） 

○結婚支援メルマガ登録者数詳細 
9,603人  うち独身者 8,904人（うち 男性 4,106人 女性 4,798人）    
 全 体 うち 独身男性 うち 独身女性 うち応援者等 
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○結婚支援イベント開催状況 
 東予 中予 南予 県外 計 参加人数 ｶｯﾌﾟﾙ数 成婚 

総 数 418回 911 回 138 回 66 回 1,533回 44,529人 5,936組 278組 

 

20年度 8回 29 回 0 回 4 回 41 回 1,302人 172組 0組 

21年度 82 回 148 回 26 回 24 回 280 回 8,248人 1,133組 17組 

22年度 63 回 157 回 19 回 15 回 254 回 6,790人 845組 78組 

23年度 51 回 130 回 18 回 9回 208 回 5,972人 829組 61組 
 24年度 69 回 158 回 22 回 5回 254 回 7,660人 1007組 35組 
 25年度 75 回 143 回 29回 4回 251 回 7,196人 988組 50組 
 26年度 70回 145回 25回 5回 245回 7,361人 962組 37組 

 
○愛結び会員登録数詳細 

4,380人（うち退会者（成婚含む）1,749人、現会員 2,631人）    
 全 体 うち 男性 うち 女性 

総 数 2,631   1,243 (47.2%) 1,388 (52.8%) 

地

域

別 

東予 856 (32.5%) 488 (39.3%) 368 (26.5%) 

中予 1,350 (51.3%) 479 (38.5%) 871 (62.8%) 

南予 267 (10.1%) 184 (14.8%) 83 (6.0%) 

県外 158 (6.0%) 92 (7.4%) 66 (4.7%) 

年

代

別 

20代 279 (10.6%) 77 (6.2%) 202 (14.6%) 

30代 1,343 (51.0%) 524 (42.2%) 819 (59.0%) 

40代 810 (30.8%) 497 (40.0%) 313 (22.6%) 

50代 199 (7.6%) 145 (11.7%) 54 (3.9%) 

（単位：人） 
○愛結び実施状況 

 登録 退会 会員 閲覧 引合 ｶｯﾌﾟﾙ数 成婚 

総 数 4,380人 1,749 人 2,631 人 27,619 人 4,278組 1,934組 177組 

 

23年度 1,508人 25人 1,483人 3,592人 534組 219組 3組 

24年度 1,132 人 148 人 2,467人 8,116人 1,234組 552組 37組 

25年度 864人 227人 3,104人 7,913人 1,252組 578組 53組 

 26年度 876人 1,349人 2,631人 7,998人 1,258組 585組 84組 

 
○愛結び開設状況 

会  場 登録者 閲 覧 合 計 

常 

 

設 

松山 335人 2,496人 2,831人 

西条 173人 1,413人 1,586人 

大洲 65人 999人 1,092人 

宇和島 13人 80人 93人 

 まつやま NPOサポートセンター 150人 1,050人 1,201人 



19 
 

 

特 

 

設 

近見公民館 38人 691人 729人 

今治公民館 26人 271人 297人 

四国中央市福祉会館 2人 40人 42人 

新居浜ウイメンズプラザ 48人 633人 681人 

新居浜市地域交流センター 1人 64人 65人 

中之庄公民館 20人 261人 281人 

その他 5人 － 5人 

合 計 876人 7,998人 8,898人 

 

○協力企業及びボランティアの状況 
 東予 中予 南予 県外 計 

応 援 企 業 54 社 90 社 49 社 6 社 199 社 

協 賛 企 業 198 社 389 社 135 社 0 社 722 社 

ボランティア推進員 88 人 129 人 23人 3 人 243 人 

愛結びサポーター 20 人 30人 10 人 0 人 60 人 

 

○広告実施及びメディア報道等の状況表 
日時 媒体名 内容 

【紙媒体】     

H26.04.01 愛媛新聞 人ひと人（ボランティア野村厚子さん） 
H26.05.01 季刊地域（全国版） 天満公民館イベント「村の婚活」 

H26.05.21 読売新聞（全国版） 婚活ｻﾎﾟｰﾄｶｯﾌﾟﾙ見守る「西条市ﾎﾞﾗﾝﾃｨｱ投稿」 

H26.05.22 読売新聞（四国版） しまのわ吉海バラまつり婚活イベント募集 

H26.05.31 毎日新聞（四国版） 街コン・県もイベントで場提供 

H26.06.01 広報 四国中央市 土居公民館ｲﾍﾞﾝﾄ案内とｽﾎﾟｰﾂ&ｽｲｰﾂ婚活 

H26.06.02 愛媛新聞 西予市河野氏投稿「シニアの安心」 

H26.06.17 読売新聞（全国版） 成婚を支えるボランティア推進員 

H26.06.20 広報せいよ 7 月号 明浜イベント成婚カップル 

H26.07.01 広報 四国中央市 6 月号 法皇 JC、土居公民館イベント案内 

H26.07.01 広報 四国中央市 7 月号 関川公民館イベント案内 

H26.07.26 愛媛新聞 シニアの婚活事情 

H26.09.01 愛顔のえひめ 9 月号 学生による県政リポート（成婚 360 組） 

H26.09.01 新居浜市政だより 愛結びｺｰﾅｰ開設(新居浜ウイメンズプラザ) 
H26.10.01 舞たうん 10 月号 婚活交流で地域づくり 

H26.10.20 愛媛新聞 ローズウェディング 

H26.10.20 読売新聞 えひめ県政考（タオル美術館） 

H26.11.11 愛媛新聞 成婚 400 組 

H26.11.29 Wedding BIBLE 愛媛 2015 婚活なう 

H26.12.01 広報 伊方町 12 月号 ボランティア推進員募集 

H26.12.15 広報まつやま ﾎﾞﾗﾝﾃｨｱ推進員募集 

H26.12.20 リビングまつやま ｷｯｽﾞﾌｪｽﾀﾊﾟﾈﾙﾃﾞｨｽｶｯｼｮﾝ（岩丸局長） 



20 
 

H27.01.01 愛顔のえひめ 1 月号 ﾎﾞﾗﾝﾃｨｱ推進員募集 

H27.01.01 

松山市・西条市・新居浜市・

宇和島市・八幡浜市・大洲市・

西予市・内子町・伊方町・鬼

北町・愛南町 

市町広報 ボランティア推進員募集 

H27.02.01 ほうじん No107 東温・第 12 支部イベント 

H27.03.07 愛媛新聞 東京事務所イベント 

【テレビ・ラジオ】    

H26.05.22 RNB ラジオ 13:15～うぃず「よしうみバラ祭り」 

H26.06.24 あいテレビ 18:15～ニュースキャッチあい（愛結び） 

H26.05.08 南海放送ラジオ 週刊しまのわ情報局「バラ祭り参加者募集」 

H26.05.22 南海放送ラジオ 週刊しまのわ情報局「バラ祭り参加者募集」 

H26.05.25 南海放送ラジオ 週刊しまのわ情報局 当日呼びかけ 

H26.09.09 BS11 報道ライブ 21 

H26.10.16 日本テレビ ﾆｭｰｽｴﾌﾞﾘｨ（ﾎﾞﾗﾝﾃｨｱ推進員吉田珠里さん） 

【有料広告】 

H26.11.01 四国中央市 FUN 四国中央市クリスマススウィーツパーティ 
H27.03.05 ウイークリーえひめリック コーディネーター募集 
H27.03.07 リビングまつやま コーディネーター募集 

 

（３）「愛顔の婚活サポート事業」 

１．事業の目的 
愛媛県では、少子化の主たる要因である未婚化・晩婚化に対応するため、婚活に踏

み出せない独身者や上手く活動できない独身者など、成婚に至らない独身者への支援

として、独身者が自主的に婚活に取り組む意欲を高めるための取組みを強化するとと

もに、結婚しやすい地域づくりに向けた一層の環境整備を行う。 

２．事業の内容 

(1) 愛顔の婚活大学開催事業 
 婚活に踏み出せない独身者や上手く活動できない独身者に対し、大学に入学という

形式を持って婚活への意欲を高めて個人個人が婚活への自信を持ってもらい、今後、

結婚に向けた積極的な活動ができるよう支援した。また、地域で独身者の結婚を支援

する活動者養成講座も併せて開催した。 
ア 実施回数 

  20 回開催（詳細 愛顔の婚活大学スケジュール 参照） 
イ 参加者 

合計のべ 461 名 独身者のべ 364 名（男性 168 名、女性 196 名） 
婚活支援者のべ 97 名（男性 34 名、女性 63 名） 

ウ 講座の内容 

① 基調講演 「結婚できる『婚学』教室 120 名参加 講師：佐藤剛史氏 
② 独身者向け基礎講座 心構え､ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ等 6 回 81 名参加 講師：ｽﾀｯﾌ 
③ 独身者向け応用講座 分析情報､ﾜｰｸｼｮｯﾌﾟ等 9 回 198 名参加 講師：ｽﾀｯﾌ 
④ 婚活支援者向け講座 活動事例､分析情報等 9 回 66 名参加 講師：ｽﾀｯﾌ 
⑤ ﾌｫﾛｰｱｯﾌﾟ講座 ﾗｲﾌﾃﾞｻﾞｲﾝ等 1 回 31 名参加 講師：ﾗｲﾌﾃﾞｻﾞｲﾝ研究会 

エ その他 
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講座に参加できない独身者のため、講座の一部を録画し、啓発用ＤＶＤを作成。

広く情報提供・発信を行った。 

(2) 婚活力アップ事例の情報発信事業 
えひめ結婚支援センターの結婚支援システムに蓄積されたビックデータ及び 
関連データを分析し、成婚に至ったモデル、婚活力を高める好アドバイスなど 
の事例をまとめ、ＨＰや小冊子で情報発信を行った。 
ア アドバイザー 

   国立情報学研究所 情報学プリンシプル研究系 教授 宇野 毅明氏 
   愛媛大学 教育学部 数学教育 情報基礎科学 講師 河村 泰之氏 
イ システムエンジニア 

   株式会社愛媛電算 企業事業本部 取締役 副本部長 高橋 弘之氏 
ウ 検討会 10回実施 

エ 分析結果利用 

① ビッグデータを利用したアドバイス機能追加 
② 婚活大学にてデータ分析情報講義 
③ フォロー好事例を利用した結婚支援センターホームページ改修 
④ 支援者向け「いいね」機能、フォローメッセージ好事例集ページ追加 

オ 情報提供 

① カテゴリー別検索機能付きホームページ作成（条件に合った婚活成功事例等） 

http://www.msc-ehime.jp/egao/follow_list2.php 

② 小冊子（3,000 部製作） 
③ ビッグデータ説明映像（プロモーション動画）作成 

  http://www.msc-ehime.jp/egao/ 

(3) 婚活応援団体育成事業 
地域課題を抱える団体に対して結婚支援相談に応じた。並行して地域団体所属者に

対して婚活力アップのための事例集を活用したセミナーを実施し、地域密着型の婚

活を応援する団体の掘り起こしと育成を行った。また、県外出身の既婚者による婚

活支援も受け皿づくりの一つとして検討を行った。 
ア 対象   結婚支援に取組もうとする 11 団体 
イ 活動内容 

団体の会合に参加し、情報提供や、結婚支援に取組む先進的な事例の紹介等を行

い、今後の地域活動の方向性や活動内容に関する個別相談に応じた。 
ウ 支援回数 43 回（詳細 婚活応援団体育成事業スケジュール 参照） 
エ 結果 地域を主体とした新規婚活イベント実施団体（予定含む）13 団体 

(4) その他 
ア 広告実施及びメディア報道の状況 

① 報道 25回 広告 1回  詳細：広告実施及びメディア報道等の状況表 

日時 媒体名 内容 

【紙媒体】     

H26.04.25 日経新聞（全国版） ビッグデータ分析 
H26.06.01 愛媛新聞 婚活成功の秘訣分析へ 
H26.06.15 海南タイムズ ビッグデータ分析 
H26.07.24 日経コンピュータ ビッグデータ分析 
H26.07.26 愛媛新聞 シニアの婚活事情 
H26.08.01 日経新聞夕刊 森田会長ﾌｫｰｶｽ(ﾋﾞｯｸﾞﾃﾞｰﾀ) 
H26.08.01 ほうじん No.103 婚活サポート事業 
H26.10.01 タウン情報まつやま 10 月号 婚活大学 受講者募集 

http://www.msc-ehime.jp/egao/
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H26.10.01 広報 八幡浜市 婚活大学 受講者募集 
H26.10.01 広報 新居浜市 婚活大学 受講者募集 
H26.10.01 広報 西条市 婚活大学 受講者募集 
H26.10.01 広報 東温市 婚活大学 受講者募集 
H26.10.18 リビングまつやま 婚活大学 受講者募集 
H26.10.27 愛媛経済レポート 婚活大学 受講者募集 
H26.11.01 広報 大洲市 婚活大学 受講者募集 
H26.11.21 日経新聞 婚活にビッグデータ 
H26.12.24 愛媛新聞 ビッグデータ分析 
H27.02.01 愛媛新聞 婚活大学特別編 
H27.03.07 日本経済新聞 婚活サポート実例 
H27.03.07 読売新聞 ビッグデータ、新システム 
H27.03.08 愛媛新聞 ビッグデータ、新システム 
H27.03.08 愛媛新聞 ビッグデータ、新システム 
H27.03.31 朝日新聞（全国版夕刊） 愛媛方式、データ婚活（ビッグデータ） 
【テレビ・ラジオ】   
H27.02.09 NHK 松山 おはよう愛媛（ビッグデータ） 
H27.02.20 NHK 松山 いよ×イチ（ビッグデータ） 
H27.03.03 NHK（全国放送） おはよう日本（ビッグデータ） 
【有料広告】   
H26.10.11 リビングまつやま 婚活大学 受講者募集 

 
３．事業のスケジュール 

(1) 愛顔の婚活大学スケジュール（参加人数） 

no 開催日 セミナー名 
合

計 

独身 支援者 

男

性 

女

性 

男

性 

女

性 

1 2014/10/30 【基調講演のみ】 基調講演コース 120 41 48 11 20 

2 2014/11/5 【中予男性 独身者向け】基礎編のみ 16 16       

3 2014/11/6 【中予女性 独身者向け】基礎編のみ 24   24     

4 2014/11/11 【中予地域の婚活支援者向け】3回コース 19     6 13 

5 2014/11/12 【東予地域の婚活支援者向け】3回コース 9     3 6 

6 2014/11/12 【南予地域の婚活支援者向け】3回コース 3     2 1 

7 2014/11/12 【東予男性 独身者向け】基礎編のみ 14 14       

8 2014/11/12 【南予男性 独身者向け】基礎編のみ 6 6       

9 2014/11/13 【東予女性 独身者向け】基礎編のみ 13   13     

10 2014/11/13 【南予女性 独身者向け】基礎編のみ 8   8     

11 2014/11/19 【中予男性 独身者向け】応用編 1のみ 22 13   3 6 

12 2014/11/20 【中予女性 独身者向け】応用編 1のみ  30   21 3 6 

13 2014/11/26 【東予男性 独身者向け】応用編 1のみ 23 16   2 5 

14 2014/11/26 【南予男性 独身者向け】応用編 1のみ 8 6   1 1 

15 2014/11/27 【東予女性 独身者向け】応用編 1のみ 20   14 2 4 

16 2014/11/27 【南予女性 独身者向け】応用編 1のみ 8   6 1 1 

17 2014/12/3 【中予 独身者向け】応用編 2のみ  42 16 26     

18 2014/12/10 【東予 独身者向け】応用編 2のみ 31 16 15     

19 2014/12/10 【南予 独身者向け】応用編 2のみ  14 8 6     

20 2015/1/31 【独身者向け】特別編  31 16 15     

    合計 461 168 196 34 63 
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(2) 婚活応援団体育成事業スケジュール 
年月 事 項 
26 年 5 月 東予西条地区応援団体支援 5/27、中予地区応援団体支援 5/14（労福協） 

四国中央市応援団体支援 5/26、宇和島地区応援団支援 5/28 
松山市応援団支援 5/30（松山商工会議所） 

6 月 伊予市応援団体支援 6/2、西予市応援団体支援 6/3 
松山市応援団支援 6/6（松山商工会議所）、宇和島地区応援団支援 6/16 

 （南予地方局・県外出身農家女性グループ等） 
伊予市応援団体支援 6/25 

7 月 宇和島地区応援団支援 7/1 
東予地区婚活セミナー実施 7/3（ＪＡ周桑営農管理研修センター） 
松山市応援団支援 7/4（松山商工会議所）、西予市応援団体支援 7/7 
松山市応援団支援 7/22（松山商工会議所） 
松山市応援団支援 7/30（松山商工会議所）、新居浜市応援団支援 7/31 

8 月 南予地区支援者アンケート回収 
松山市応援団支援 8/4（松山商工会議所） 
西予市応援団体支援 8/19、中予地区応援団体支援 8/21（労福協） 

9 月 中予応援団体向けセミナー実施 9/3（労福協） 
西予市応援団体支援 9/25、東予西条地区応援団体支援 9/26 

10 月 中予地区応援団体支援 10/7（労福協） 
伊予市応援団体支援 10/22（伊予商工会） 
松山市応援団支援 10/31（松山市社協） 

11 月 伊予市応援団体支援 11/7（伊予商工会） 
新居浜市応援団支援 11/12、西予市応援団体支援 11/13 
西条市応援団体支援 11/26、中予地区応援団体支援 11/27（労福協） 

12 月 松山市応援団支援 12/4（12 支部）、中予地区応援団体支援 12/11（労福協） 
新居浜市応援団支援 12/10、松山市応援団支援 12/24（14 支部） 

1 月 松山市応援団支援 1/7（松山商工会議所） 
宇和島地区応援団体支援 1/16（JA えひめ南） 
松山市応援団支援 1/21(松山商工会議所）、松山市応援団支援 1/29（14 支部） 

2 月 宇和島市応援団支援 2/13 
3 月 松山市応援団支援 3/13（14 支部）、宇和島市応援団支援 3/23 

 

（４）「えひめ子育て応援企業認証サポート等事業」 

１．事業の目的 
愛媛県内の中小企業において、働きながら子育てしやすい労働環境の整備を進め、 

女性従業員の定着率を向上させるため、仕事と生活の両立を推進する企業を応援す

る「えひめ子育て応援企業認証制度」の周知及び認証取得のための具体的サポート

を行い、えひめ子育て応援企業の拡大を図り、また、認証後の企業に対する取組状

況の確認や助言を随時行うことにより、両立支援の取組レベルの底上げを行う。 
また、同時にこれらの業務を通じた社内ＯＪＴ研修、外部ＯＦＦ－ＪＴ研修を実

施することにより、両立支援のノウハウを有した人材育成を行う。 

２．事業の内容 

  Ⅰ.処遇改善事業 
   愛媛県内の中小企業（常時雇用の労働者 300 人以下の企業）における「えひめ

子育て応援企業」認証取得促進、認証更新支援のため、企業を訪問・支援する認証

サポーターを雇用し、次の業務を実施した。 

① 実態調査及び認証制度の普及 
・ 子育て支援に関する取り組み状況を聞き取り調査した。 
・ 子育て支援の必要性やその効果について説明を行い、現状を踏まえた改善方

策等のアドバイスを行った。 
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・ 当事業のパンフレット及びポスターを見やすく分かりやすいものに刷新し
た。 

・ 当事業作成のパンフレット・ポスター・事例集を活用し、えひめ子育て応援
企業認証制度をＰＲし、認証申請に向けて誘導した。 

② 一般事業主行動計画の策定支援 
・ 次世代育成支援対策推進法の内容を説明し、目標の設定方法や愛媛労働局へ

の届出方法、社内での意識醸成策等についてアドバイスを行った。 

③ 就業規則（育児・介護休業規則）等の整備支援 
・ 育児・介護休業法（「育児休業制度」、「育児のための所定外労働の免除」、「育

児短時間勤務制度」及び「子の看護休暇制度」）の内容を説明し、就業規則
等の整備に関するアドバイスを行った。また、必要に応じて、社会保険労務
士等を同行させるなど就業規則等の作成をサポートした。 

④ えひめ子育て応援企業認証申請書の作成支援 

・ 認証要件の確認を行ったうえで、申請に必要な書類の作成をサポートした。 

⑤ えひめ子育て応援企業の認証企業へのサポート 
・ 認証企業に対し、認証更新時やその他のタイミングに企業訪問を行うことに

より、両立支援の取組状況の確認及び助言を行った。 

⑥ 県内企業の両立支援に向けた機運醸成に取り組むため県内企業の情報交換の

場となる企業交流会を開催する。また、県が実施する仕事と家庭の両立支援に

関する事業をサポートした。 

 

  Ⅱ.雇用拡大事業 

   地域の失業者を雇用したうえで、社内ＯＪＴ研修、外部ＯＦＦ－ＪＴ研修を計画

的に実施し中小企業における仕事と子育ての両立支援のノウハウを持った人材の

育成を行った。 

  ①社内ＯＪＴ研修 
   社内ＯＪＴ研修指導者のもとで、処遇改善事業に従事させることにより実施した。 

  ②外部ＯＦＦ－ＪＴ研修 
   資格スクール大栄にて社会保険労務士講座を受講（累計 44 回）し労務に関する 

専門的な知識の習得をした。 

３． 企業訪問回数・認証企業数              
    目 標 実 績 
企業訪問回数 2，000 1，889 

認証企業数（新 規） 20 18 

  〃  （更 新） 300 16 

〃   （準備中）  新規 5 更新 263 

認証企業数（合 計） 531 528 

一般事業主行動計画策定届の

労働局提出受理数 
- 

 

188 

   （県認証申請書の書式変更に伴い更新申請は翌年度となった。） 

４．サポーター研修会・セミナー参加状況 

回 開催日 主な内容 参加人数 

１ 26.6.2 入社オリエンテーション、新人研修 5 

２ 26.6.3 フォローアップ研修 5 

３ 26.7.3 フォローアップ研修（一般事業主行動計画） 5 
４ 26.7.4 フォローアップ研修（処遇改善計画について） 5 
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５ 26.7.23 子ども参観日イベント共同開催（泰斗福祉会） 36 
６ 26.8.5 フォローアップ研修（年度末までの計画） 5 
７ 26.9.4 フォローアップ研修 (南予企業交流会について) 5 
８ 26.10.6 フォローアップ研修（新規認証について） 

 

5 
９ 26.10.30 

 

フォローアップ研修（ＷＬＢ促進セミナーについて） 

 

5 
１０ 26.11.19 ＷＬＢ促進セミナー開催（愛媛県との共催） 104 

 １１ 26.12.1 フォローアップ研修 (東予企業交流会について) 5 
１２ 26.12.10 南予企業交流会開催（行動計画提案・宇和島にて） 23 
１３ 26.12.19 フォローアップ研修 (中予企業交流会について) 5 
１４ 27.1.15 東予企業交流会開催（一般事業主行動計画の提案） 32 
１５ 27.2.5 フォローアップ研修 (業務優先順位について) 5 
１６ 27.2.18 中予企業交流会開催（業種別座談会・策定届変更点） 42 
１７ 27.3.12 入社オリエンテーション、新人研修 7 

１８ 27.3.13 地区別フォローアップ研修（西条） 2 

１９ 27.3.17 地区別フォローアップ研修（大洲） 3 

２０ 27.3.25 

 

子サポ新旧サポーター学習会 

 

 

10 

２１ 27.3.31 

 

 

 

 

各地区別業務引継ぎ 

 

7 

５．主催事業実施状況 

①第５回えひめ子育て応援企業セミナー（企業交流会） 
南予地区 

・ 開催日：平成 26 年 12 月 10 日  
・ 場所： 宇和島 きさいや広場 市民ギャラリー  参加者： 23 名 
・ 企業別一般事業主行動計画案の提案（17 社） 
・ ＷＬＢ促進セミナー内容を情報共有（受賞企業 2 社の好事例） 
・ ワークショップ（年次有給休暇の取得促進・所定外労働の削減について） 

東予地区 
・ 開催日：平成 27 年 1 月 15 日  
・ 場所：新居浜ウイメンズプラザ                参加者： 32 名 
・ 就業規則・育児介護休業規程の社会保険労務士による確認 
・ 企業別一般事業主行動計画案の提案（26 社） 

中予地区 
・ 開催日：平成 27 年 2 月 18 日  
・ 場所：東京第一ホテル松山 11Ｆ スカイブリリアン 
・ 参加者：  41 名 
・ 事例発表：佐川印刷株式会社 加納飛鳥氏 

～両立支援 その次のステージへ～ 
・ 改正次世代法のポイント説明 
・ テーブル別業種別座談会（建設・ＩＴ・医療・小売・製造等） 

②平成 26 年度「ＷＬＢ促進セミナー」（共催：愛媛県） 
・ 開催日：平成 26 年 11 月 19 日 場所：東京第一ホテル松山 2F 
・ 参加者：102 名 
・ 事例発表：株式会社パルソフトウェアサービス 

              （Ｈ26 年度 県法連会長賞受賞企業） 
    ：芙蓉海運株式会社（Ｈ26 年度 県知事賞受賞企業） 

６．フェイスブック・メールマガジン配信状況 

   認証企業の両立支援の取組みを社内外へ情報発信した。 
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   目標 実績 
ＦＢ配信回数 45 回 81 回 
ＦＢリーチ数 4,500 回 17,239 回 

メルマガ配信回数 4 回 4 回  回 配信日 配信数 記事内容 

薦閲薦造 非

薦

薦

非

薦

薦

非

遣

ワ

ー

ク

・

ラ

イ

フ

・

バ

ラ

ン

ス

促

進

セ

ミ

ナ

ー

月

開

催

閲

薦

非 １ ． 事 業 の 目 的 ・ 内 容

 

近 年 、 核 家 族 化 の 進 展 や 共 働 き 世 帯 の 増 加 に よ り 女 性 の 育 児 ・ 家 事 の 負 担 の 増 大 が

指 摘 さ れ て お り 、 男 性 の 積 極 的 な 育 児 ・ 家 事 参 加 が 求 め ら れ て い る 。 ま た 、 団 塊 世 代 が の 仲 間 入 り し て い る 時 期 で あ る が 、 多 く の

祖 父 は 、 孫 育 て に 深 く か か わ り た い と の 希 望 が あ る が 、 過 去 に 子 育 て の 経 が 乏 し く 、 孫 と の 触 れ 合 い 方 が わ か ら な い と い っ た 問 題

も あ る 。 こ の た め 、 「 イ ク ジ イ 」 「

イ ク メ ン 」 を キ ー ワ ー ド に 、 家 庭 内 で

の 孫 育 て 、 子 育 て に 関 す る 知 の 向 上 や 育 児 に 参 加 す る 動 機 づ け を 行 う セ ミ ナ ー の 開 催 、 出 番 づ く り の た め の イ ベ ン ト 開 催 、 W E B

サ イ ト や フ ェ イ ス ブ ッ ク 、 メ ル マ ガ に よ

る 情 報 発 信 な ど か ら 、 全 て の 男 性 が 積 極 的 に 育 児 家 事 参 加 で き る く り を 促 進 す る 活 動 を

行 う 。

 

 ２ ． 事 業 の

実施体制

 

① 

イクジイ・イクメンの育成啓発セミナーの開催

 幅広く男性の子育てへの参加動機を創出するため、祖父・父親の育児・家事参加促 進に関する啓発セミナーを開催すること。

 ② 

祖父・父親・子どもの交流促進イベントの開催

 孫との付

き合い方がわからない、きっかけがないという課題に対応するために「ス

ーパーじいちゃん」「イクメンパパ」の出番づくりが必要である。このため、実践 の場を提供することで、日常的に子どもや孫と深く関わる機会づくりを行うこと。

 ③ 

イクメンサポーターによる男性の意 改革

 イクメンサポーターは、男性の育児・家事参加を阻害している要因を分析検討し、 男性が育児・家事参加できる づくりを促進するとともに、祖父、父親の育児・

家事の有用性を啓発すること。

 ④ 

Web

サイトを通じた情報発信

 

Web

サイトを活用して、子育て・孫育てに関心のある男性に育児参加に有益な情報

を発信すること。 ・啓発セミナーや交流イベントの開催情報、開催結果の周知

 ・男性の子育て体験記を募集し、サイトで紹介

 ・男性子育て

Q & A  

・地域や企業内で奮闘するイクジイ・イクメンの活動事例を紹介

 ・メルマガ購読者を募集・管理し、有益な情報をメルマガにて配信

  ３．事業の結果

 ①イクジイ・イクメンを含むすべての男性の育児・家事への積極的参加を創出するた

め、それらに関するイベント・セミナーを開催した。計

13

回実施。
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1 
平成 26年 
5月 6日（火・祝） 
10:00～11:30 

子どもや孫と楽しむふれあい遊び 
   講師：RTA認定セラピスト 

濱田友起子氏 

ｱｲﾃﾑえひめ 4階第 6会議室   
参加人数 50名 
（内：講師 2名、事務局 3名） 

2 

平成 26年 
6月 29日（日） 
10:00～12：00 

パイプで尺八！作って吹いてみよう 
    講師：愛媛大学非常勤講師 

橋本岳人山氏 

松山青少年センター3階小ホール 
参加人数 55名 
（内：講師 2名、事務局 3名）      

3 

平成 26年 
7月 19日（日） 
10:00～12:00 

おじいちゃんやお父さんも知らな
い？！街中 おさんぽ新発見！ 
      講師：松山観光ボランティア 

小宮政雄氏 

松山市駅から一番町方面 
（銀天街から大街道） 
参加人数 18名 
(内：講師 1名、事務局 2名) 

4 
平成 26年 8月 3日（日） 
10:00～13:00 

竹細工 手作り食器でご飯を食べよ！ 
講師：えひめ森林公園 

園長 篠原誓治氏 

えひめ森林公園 
参加人数 63名 
（内：講師 1名、事務局 3名） 

5 
平成 26 年 9 月 14 日
(日) 10:00～12:00 

敬老の日！ミニ俳句甲子園 
講師：松山はいく 渡部ゆかり氏 

子規記念博物館 参加人数 35名 
（内：講師 2名、事務局 3名） 

6 
平成 26 年 10 月 13 日
（月・祝） 
10:00～12:00 

地元企業を知り、海外を学ぼう！ 
講師：オレンジベイフーズ(株) 
取締役工場長 ジーン中園氏 

オレンジベイフーズ(株)工場 
参加人数 37名 
（内：講師 1名、事務局 1名） 

7 

平成 26年 
11月 9日（日） 
10:00～12:00 

パイプで尺八！作って吹いてみよう
講師：愛媛大学非常勤講師 

橋本岳人山氏 

国立大洲青年交流の家 
参加人数 44名 
（内：講師 1名、事務局 2名） 

8 

平成 26 年 11 月 16 日
（日） 
10:00～13：00 

ぜ～んぶ手づくり 
カレー＆スイーツ 

講師：料理研究家＆食育アドバイザー 
中村和憲氏 

八幡浜市保健センター 
2階調理実習室 
参加人数 45名 
（内：講師 1名、事務局 2名） 

9 
平成 26 年 12 月 13 日
（土） 
10:00～13:00 

寒さを吹き飛ばせ！ 
自然の中で竹食器とカレー 
講師：石鎚ふれあいの里 職員 

石鎚ふれあいの里 
参加人数 45名 
（内：講師 2名、事務局 3名） 

10 

平成 26 年 12 月 16 日
（火） 
18:30～20:30 

SPトランプでイクジイ・イクメン「力」
向上セミナー 
講師：エンパワーメントカウンセラー 

一橋克也氏 

松山市総合コミュニティセンタ
ー 第 1,2会議室 
参加人数 23名 
（内：講師 1名、事務局 1名） 

11 

平成 27 年 1 月 10 日
（土） 
10:00～12:00 

凧揚げを科学！よく揚がる鳥凧を一
緒に作ろう！ 

講師：愛媛県総合科学博物館 
専門学芸員 藤本光章 

愛媛県総合科学博物館 
2階研修室 
参加人数 41名 
（内：講師 1名、事務局 3名） 

12 

平成 27 年 1 月 20 日
（火） 
18:20～20:30 

会社、家庭円満の秘訣がココに！ 
チームビルディング 

講師：フローマネジメント認定 
田所志郎氏 

松山市総合コミュニティセンタ
ー 第 1,2会議室 
参加人数 21名 
（内：講師 1名、事務局 1名） 

13 
平成 27年 2月 7日（土） 
15:00～17:00 

ﾊﾞﾚﾝﾀｲﾝ直前！ﾁｮｺでカフェアート！ 
講師:子やぎのかくれんぼ店長 

徳本 渉氏 

喫茶店子やぎのかくれんぼ 
参加人数 33名 
（内：講師 1名、事務局 2名） 

 

②イクジイ・イクメンサポーターによる男性の意識改革 

男性が育児・家事できる環境づくりを促進し、イクジイ・イクメンの育児・家事参加

の有用性を啓発するため、企業や団体を訪問したほか、各種イベント会場にも参加、本

事業の活動を紹介し、広く県民への意識啓発を行った。 

 

◇各種イベントへの参加 

男性の育児・家事参加の有用性周知のため、県内の各種セミナーに参加。 

1 平成 26年 10月 17日（金） 

13:00～17:00 

第 50回愛媛新聞デザイン賞 

ヤングクリエーター大賞参加 

愛媛新聞社本社 1階ホール  

参加人数 60名 

2 平成 26年 10月 18，19日 

（土・日）   9:00～16:00 

リビング EBCこども博 

KID”Sフェスタ 

アイテムえひめ 

来場者数    48,800人 

3 平成 26年 11月 22,23日 

（土・日）   9:00～17:00 

えひめ・まつやま産業 

まつり すごいもの博 2014 

城山公園やすらぎ広場 

来場者数 約 120,000人 

4 平成 27年度 2月 1日（日） 

8:30～17:00 

オレンジ CUP 

（ランニングバイク競争） 

松山市競輪場内芝生広場 

参加人数 約 250名 

 

③育児・家事に積極的敵に参加する男性向けの Webサイトの管理 

◇ホームページの作成「えひめイクジイ・イクメン研究所」 
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PC用 URL        https://www.ikuzy.ehime-ikumen.com/ 

イベント・セミナー動画 7本追加 

 実施日 イベント・セミナー名 場所 

1 平成 26年 6月 29日 パイプで尺八！作って吹いてみよう！ 松山市 

2 平成 26年 9月 14日 敬老の日！ミニ俳句甲子園 松山市 

3 平成 26年 11月 9日 パイプで尺八！作って吹いてみよう！ 大洲市 

4 平成 26年 11月 16日 ぜ～んぶ手作り！カレー＆スイーツ 八幡浜市 

5 平成 26年 12月 13日 寒さを吹き飛ばせ！竹食器とカレー 西条市 

6 平成 27年 1月 10日 凧揚げを科学！鳥凧を作ろう！ 新居浜市 

7 平成 27年 1月 20日 チームビルディング！ 松山市 

 

◇愛顔のイクジイ・イクメン応援事業フェイスブックページ設置 

Facebookページ    https://www.facebook.com/ikuzy.ehime.ikumen   

・情報発信 33回（イベント・セミナー案内、報告等） 

◇メルマガ登録者募集とメルマガ配信 

平成 26年度メールマガジン配信状況 

メルマガ登録者総数 配信中 配信回数 

896件 774件 6回 

メルマガ配信一覧 

No. 配信日 内容 

1 平成 26年 6月 19日 事業ご挨拶、イベント・セミナー案内 

2 平成 26年 7月 18日 ホームページ、フェイスブック開設お知らせ、イベント案内 

3 平成 26年 9月 1日 【家族の日】【家族の週間】について、イベント・セミナー案

内 

4 平成 26年 10月 3日 【子ども参観日】のすすめについて、イベント・セミナー案内 

5 平成 26年 12月 22日 【イクボス】について、HP動画・イベント・セミナー案内 

6 平成 27年 2月 1日 【ソフリエ・パパシエ】について、イベント・セミナー案内 

 

④その他上記（１）から（４）に付随する業務 

◇「イクジイ・イクメンの育児・家事参加の意識調査」 

・イベント・セミナー参加者を対象としたアンケート実施。 

アンケート集計結果 

対象：イベント・セミナー（13回）…東予 2回、中予 8回、南予 3回 

参加人数・・・総数 496名（207家族 大人 270名、子ども 226名） 

有効回答・・・アンケート枚数 199枚 

セミナー参加理由や、今後の参加希望セミナー内容などを分析しながら、自らのイク

ジイ・イクメン意識の変化などを探った。 

 

◇広告実施及びメディア報道等の状況表 

合計 26回 （紙媒体・・・16回  ラジオ・・・1回  テレビ・・・9回） 

 掲載日 掲載媒体名 タイトル 

 【紙媒体】   

1 6月 ほ う じ ん
No.102 

法人会新しい受託事業スタート 

2 6月 20日 愛媛新聞 「イクジイ」孫と遊ぼう 

3 6月 25日 海南タイムズ 孫育て「イクジイ」等の啓発事業 

4 7月 1日 愛媛新聞 目指せ「イクジイ」「イクメン」：6/29セミナー取材記事 

5 9月 5日 愛媛新聞 事業広報：法人会ヤングクリエーター大賞応募の一環 

6 9月 15日 愛媛新聞 子と孫と題材さがし：9/14セミナー取材記事 

7 9月 28日 愛媛新聞 事業広報：法人会ヤングクリエーター大賞応募の一環 
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8 10月 9日 愛媛新聞 事業広報：法人会ヤングクリエーター大賞応募の一環 

9 10月 18日 愛媛新聞 バーガー パパが手作り：10/13セミナー取材記事 

10 10月 31日 愛媛新聞 事業広報、セミナー案内 

11 12月 10日 フジサンケイ
ビジネスアイ 

イクメン挑戦に家族イベント 12/13西条市セミナー案内 

12 12月 13日 愛媛新聞 事業広報：法人会ヤングクリエーター大賞作品 

13 12月 18日 愛媛新聞 豪快 パパと手料理「イクメン」推進 12/13セミナー取材 

14 1月 24日 ﾘﾋﾞﾝｸﾞえひめ 事業広報、セミナー案内 

15 1月 29日 愛媛新聞 事業広報、セミナー案内 

16 3月 7日 ﾘﾋﾞﾝｸﾞえひめ 事業広報 

 【ラジオ】   

1 5月 8日 南海放送 Good job mama♪ 事業内容紹介 

 【テレビ】   

1 6月 29日 愛媛 CATV セミナー「パイプで尺八！作って吹いてみよう」：松山市 

2 9月 14日 愛媛 CATV セミナー「敬老の日！ミニ俳句甲子園」：松山市 

3 11月 9日 ｹｰﾌﾞﾙﾈｯﾄﾜｰｸ西

瀬戸 

セミナー「パイプで尺八！作って吹いてみよう」：大洲市 

4 11月 16日 八西 CATV ｾﾐﾅｰ「ぜ～んぶ手作り！カレー＆スイーツ」：八幡浜市 

5 12月 13日 ﾊｰﾄﾈｯﾄﾜｰｸ セミナー「寒さを吹き飛ばせ！竹食器＆カレー：西条市 

6 1月 10日 ﾊｰﾄﾈｯﾄﾜｰｸ ｾﾐﾅｰ｢凧揚げを科学！よく揚がる鳥凧を作ろう」:新居浜市 

7 1月 20日 愛媛 CATV セミナー「チームビルディング！」：松山市 

8 2月 10日 NHK松山放送局 セミナー「ﾊﾞﾚﾝﾀｲﾝ直前！チョコでカフェアート」：松山 

9 2月 13日 NHK松山放送局 セミナー「ﾊﾞﾚﾝﾀｲﾝ直前！チョコでカフェアート」：松山 

 

（６）「ＣＯ2削減等エコ活動事業」 

○事業の目的・内容 

企業や事業所の経営者や従業員とその家族へCO2削減対策や節電対策意識を普及

させることにより、企業の社会的責任に対する経営者の意識改革と従業員とその家

族の環境意識の啓発、普及、持続可能な地域環境づくりへの参加意識の育成を推進

することを目的に、本年度は、電力の供給不足が懸念されるなか、家庭等での節電

行動を広く訴えるため、上部団体である全法連が全国的に展開する節電プロジェク

ト（「夏のいちごプロジェクト」､「冬のいちごプロジェクト」）のホームページ等

により情報発信を行った。 
 

〈 継４ 〉 
 
４．公益財団法人全国法人会総連合が法人会を対象に行う助成事業に関し、 

円滑な運営のために県内各法人会を支援する事業 
 

本事業は、本会の事業目的である「全国組織である全法連及び県内各地で活動す

る法人会と連携し、税知識の普及、納税意識の高揚に努め、税制・税務に関する提

言を行い、もって適正・公平な申告納税制度の維持・発展と税務行政の円滑な執行

に寄与すると共に、地域企業と地域社会の健全な発展に貢献する」ため、全法連が

県内各法人会を対象に行っている助成事業（非応募型）の円滑な運営を支援。 

このため、本会は全法連から事務委託を受け、助成事業が適正かつ円滑な運営が

行われるよう、県内法人会が行う助成金申請・実績報告の取りまとめ等、指導・研

修・調整等を年間とおして行った。 

○助成事業（公益）の指導､相談対応（随時）    平成 26 年 4 月~27 年 3 月 

○助成事業（公益）平成 25 年度実績報告作成指導､調整､取りまとめ（随時） 
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 平成 26 年 4 月~5 月 
○助成事業（公益）平成 27 年度申請書作成指導､調整､取りまとめ（随時）  

平成 26 年 12 月~27 年 2 月 
○平成 26 年度全法連助成金 勉強会   

全法連「助成金申請・報告」について 
＊開催日 平成 26年 10月 3日 会場 松山商工会館 出席者数 10名 
内 容 助成金制度運営要領、PCA会計と行政庁定期提出書類との関係 

全法連「助成金申請・報告ソフト」の操作説明と監査法人からの指
摘事項紹介 

＊開催日 平成 26年 12月 10日 会場 松山商工会館 出席者数 18名 
内 容 助成金制度運営要領、平成25年度全法連助成金実績報告の内部検査

結果説明、平成27年度助成金申請の提出についての注意点等の説明 
 

〈 その他の主要な事業 〉 
 

５．法人会の充実発展並びに法人会会員の健全な発展及び福利厚生の向上に資

することを目的とする事業の推進  
 

法人会並びに県内法人会の会員企業の健全な発展に資することは目的とした事業、

法人会会員増強事業、福利厚生制度を支援するための保険事業並びに企業保全を目的

とした制度普及を積極的に実施した。 

（１） 会員増強 

会員増強については、全国的な会員数の大幅な減少傾向が続いている。 
 平成２６年度は、引き続き地元金融機関の強力な支援があり、多くの新規入会者を

獲得したが、昨今の厳しい経済状況の影響で廃業や経費削減による退会者が増加した

ため、法人会員数は全体として１８７社の純減となった。一方で、個人会員数は増加

しており、総会員数は全体として４５事業所の純減に止まった。     

 

県下各単位会会員数調べ (平成 26年 12月末日現在) 

単位会名 所管法人数 法人会員数 加入率％ 個人会員数 総会員数 
法人会員数 

前年度比較 

総会員数 

前年度比較 

松 山 12,478 6,797 54.5% 440 7,237 △73 △ 2 

今 治 3,530 1,769 50.1% 69 1,838 △27 △10 

伊予西条 1,861 944 50.7% 26 970 2 1 

新 居 浜 1,921 1,361 70.8% 98 1,459 △22 △ 6 

宇 摩 1,841 1,127 61.2% 78 1,205 △21 △13 

大洲喜多 1,045 590 56.5% 17 607 △17 △14 

八 幡 浜 1,424 820 57.6% 18 838 △25 △25 

宇 和 島 1,975 1,110 56.2% 152 1,262 △ 4 24 

合  計 26,075 14,518 55.7％ 898 15,416 △187 △45 

（２）単位会の組織率向上に対する表彰 
「会員増強表彰基準」において、「その年度において顕著な成果を上げた単位会

に対する表彰」として、対前年比１社以上の純増をした「努力賞」に伊予西条法人

会が該当した。 
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（３）融資制度の普及推進 

  地域経済の発展と、会員事業所のメリット・会員増強に資することを目的に、税

理士会・金融機関と提携して会員事業所や税理士関与事業所向けの融資制度につい

て、積極的な広報を図ったことから、会員事業所に限らず、より多くの事業所が利

用し、県内企業の金融面での支援により地域経済の発展に貢献した。概要は次のと

おり。 
○ 法人会・税理士会 ｺﾗﾎﾞﾚｰｼｮﾝﾛｰﾝ 

この融資制度は、地元全金融機関の協力を得て、優遇された融資制度を紹介

することにより、県下中小企業の資金調達の円滑化を図り、更なる事業発展を

支援するとともに、通常より優遇された制度に加え、税理士が作成する「中小

企業の会計に関する基本要領の適用に関するﾁｪｯｸﾘｽﾄ」や「税理士法第３３条

の２に基づく書面添付制度」、「会計参与制度」や「e-Tax の導入」を活用する

ことにより、金融機関が財務諸表の信頼性が高いとの認識から軽減された金利

で融資する制度となっている。 
            融資累計件数  １，８８０社 
 

（４）ｲﾝﾀｰﾈｯﾄﾊﾞﾝｷﾝｸﾞ特別割引制度の推進 
 

 電子申告の調査研究するために法人会が参画した「愛媛情報化推進検討会」にお

いて、電子申告の普及拡大には、納税機能を持つｲﾝﾀｰﾈｯﾄﾊﾞﾝｷﾝｸﾞが不可欠であると

の結論を得たため、県下事業所の e-Tax の推進や事務省力化とランニングコスト軽

減を目的に、税理士会県連と連携し県下全金融機関の協力を得て、「ｲﾝﾀｰﾈｯﾄﾊﾞﾝｷﾝ

ｸﾞ特別割引制度」を平成１８年１２月に創設し、税理士による代理送信や改善によ

り電子申告納税の普及率が上がっていることから平成２６年度も継続して推進し

た結果３,５００件を超える等、好調に推移している。 

            利用累計件数  ３，５７７社 

 

（５）法人会会員の福利厚生制度の向上に資する事業の推進 

 福利厚生制度については、会員企業の危機管理、事業承継対策、企業防衛のた

め、各単位会においてご紹介運動を展開し推進に取り組んでいる。 

● 各単位会別大型保障制度 新規企業加入推進状況表 

単位会名 目標数 達成数 達成率（％） 
松 山 ４９ ４０ 81.6％ 
今 治 ８ １２ 150.0％ 
伊予西条 ５ ３ 60.0％ 
新 居 浜 ７ ３ 42.9％ 
宇 摩 ６ ４ 66.7％ 
大洲喜多 ７ ４ 57.1％ 
八 幡 浜 ５ ５ 100.0％ 
宇 和 島 ７ ６ 85.7％ 

計 ９４ ７７ 81.9％ 
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●各単位会別大型保障制度加入率状況                        

単位会名 法人会会員数 加入企業数 加入率 純増加企業数 
松 山 ６，７９７ ８８３ 12.9% △１５ 
今 治 １，７６９ ３５０ 19.7%   ４ 
伊予西条 ９４４ １２３ 13.0% ０ 
新 居 浜 １，３６１ １７７ 13.0% △７ 
宇 摩 １，１２７ １６８ 14.9% △５ 
大洲喜多 ５９０ １１９ 20.1% △１ 
八 幡 浜 ８２０ ８９ 10.8% △４ 
宇 和 島 １，１１０ １４１ 12.7% ２ 

計 １４，５１８ ２，０５０ 14.1% △２６ 

     ※会員数は平成２６年１２月末現在です。 

●各単位会別役員企業加入率状況 

単位会名 役員企業数 加入企業数 
Ｈ27.3.31 時点 加入率 

松 山 ５３ ３８ 71.7% 
今 治 ５７ ４６ 80.7% 
伊予西条 ３７ １７ 45.9% 
新 居 浜 ７６ ４０ 52.6% 
宇 摩 ４８ ３０ 62.5% 
大洲喜多 ３６ ３６ 100.0% 
八 幡 浜 ４４ ２６ 59.1% 
宇 和 島 ５３ ３２ 60.4% 

計 ４０４ ２６５ 65.6% 
       ※役員企業数は加入可能役員企業数です。 

●ビジネスガード（AIU分） 

単位会名 新規法人 
目標数 

新規法人 
達成数 達成率 加 入 

法人数 加入率 

松 山 １０５ １０５ 100.0% ６２２ 9.21% 
今 治 １５ １２ 80.0% ６９ 3.90% 
伊予西条   ７ ４ 57.1% ３４ 3.70% 
新 居 浜 ７ ５ 71.4% ２６ 1.95% 
宇 摩 １５ ６ 40.0% ９６ 8.64% 
大洲喜多 ７ ３ 42.9% ２４ 4.02% 
八 幡 浜 ７ ２ 28.6% ９ 1.09% 
宇 和 島 ７ ２ 28.6% ９ 0.78% 

計 １７０ １３９ 81.8% ８８９ 6.15% 

●がん保険制度（ｱﾌﾗｯｸ分） 
  単位会名 加入法人数 加入率 
松 山 ９１８ １３．５９％ 
今 治 １８８ １０．６３％ 
伊予西条   ９５ １０．３４％ 
新 居 浜 １７２ １２．９１％ 
宇 摩 ２６６ ２３．９４％ 
大洲喜多 ８８ １４．７４％ 
八 幡 浜 ７７ ９．３４％ 
宇 和 島 １６４ １４．３０％ 

計 １，９６８ １３．６２％ 
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●医療保険制度（ｱﾌﾗｯｸ分） 
   加入法人数   １，０１７社   加入率  ７．０４％ 
●ＷＡＹＳ等（ｱﾌﾗｯｸ分） 
   加入法人数     ２５７社   加入率  １．７８％ 
●介護保険（ｱﾌﾗｯｸ分） 
   加入法人数      ５１社   加入率  ０．３５％ 

 

（６）「生涯現役社会実現環境整備事業」（愛媛労働局委託事業） 

１．事業の目的（平成 26年 4月 1日～平成 27年 3月 31日） 
  人口の減少と高齢化の進展により労働力人口が大幅に減少することが懸念されるた

め、高年齢者が健康で、意欲と能力がある限り年齢に関わりなく働き続けることがで

きる社会を構築していくことが重要となっている。高年齢者自身が職務経歴や企業年

金等の社会保障制度等を踏まえた高齢期における職業生活設計を行い、今後の働き方

を検討・実施することができるよう生涯現役社会の実現に向けた高年齢者の環境整備

を行うことを目的とする。 

２．事業内容 
（１）生涯現役社会実現職業・生活設計セミナーの開催 
（２）月例個別相談会の実施 
（３）地域・高齢者サービス提供団体における生涯現役社会実現にかかる提言等を記 

載した冊子を作成 
（４）その他事業の実施に必要な業務 

３．事業活動報告 
（１）生涯現役社会実現職業・生活設計セミナーの開催 

＜セミナー内容＞ 
キャリアプランセミナー 
・年金額計算のしくみと働きながら貰う年金の調整額 
・就業継続・再就業における雇用保険からの給付 
・再就職の進め方（キャリアシートの作成） 

     ライフプランセミナー 
      ・現状を把握し将来を見通す「ライフプラン」の作成 
      ・知って得する年金除法 
      ・家族との絆・地域とのかかわり方 
    ＜月例個別相談＞ 
     社会保険労務士を相談窓口として、高年齢者自身の年金・就業相談の実施 

  
＜参加者の参集方法＞ 

① 広報誌「ほうじん」による周知 
・広報実績 6,100 部 

② 高齢者向けサービス提供団体への周知及びチラシ設置による集客 
       設置協力団体 
       ・シルバー人材センター 
        松山市、西条市、新居浜市、四国中央市、大洲市、八幡浜市、宇和島市 
       ・社会福祉協議会 
        松山市、西条市、新居浜市、四国中央市、大洲市、八幡浜市、宇和島市 

③ 公共職業安定所（ハローワーク）でのチラシ設置による集客 
 チラシ設置個所 
 松山、西条、新居浜、四国中央、大洲、八幡浜、宇和島 



34 
 

 
（２）「生涯現役社会職業・生活設計セミナー」参加者数 合計 217 人 
第 1 回キャリアプランセミナー（7 月 25 日）松山市総合ｺﾐｭﾆﾃｨｰｾﾝﾀｰ：48 人 
第 2 回キャリアプランセミナー（8 月 8 日） 宇和島きさいや広場：11 人 
第 3 回ライフプランセミナー（9 月 12 日）  松山市総合ｺﾐｭﾆﾃｨｰｾﾝﾀｰ：33 人 
第 4 回キャリアプランセミナー（9 月 26 日） 西条商工会館：20 人 
第 5 回キャリアプランセミナー（10 月 17 日）松山市総合ｺﾐｭﾆﾃｨｰｾﾝﾀｰ：31 人 
第 6 回ライフプランセミナー（11 月 7 日）   八幡浜みなっと：18 人 
第 7 回ライフプランセミナー（11 月 21 日）  四国中央市民会館：22 人 
第 8 回ライフプランセミナー（12 月 9 日）  松山市総合ｺﾐｭﾆﾃｨｰｾﾝﾀｰ：21 人 
第 9 回企業セミナー（2 月 9 日)             オレンジベイフーズ(株)：13 人 

（３）セミナー参加者に対するアンケート調査結果 
    有効回答数 192 件  

「役に立った」  99.5％    「全く役に立たなかった」 0.5％ 

  （４）高齢者相談援助実施件数    合計 250 件 
     ・セミナー後相談会  69 件        ・月例個別相談会  24 件 
     ・松山市還暦交流集会相談ブース 4 件  ・企業訪問相談会  153 件 

（５）高齢者向けアンケート   144 人 
 

（７）「地域女性活躍加速化交付金事業」（内閣府交付金事業） 

１．事業の目的（平成 26年 7月 28日～平成 27年 3月 31日） 

少子高齢化の急激な進行の中で、労働力人口の減少は、特に地方では緊急の課題と

なっており、これまで活かしきれなかった最大の潜在力である「女性の力」を最大限

発揮できる環境整備が地域経済の成長には不可欠である。女性の労働参加の拡大や経

営への参画促進を図ることで、県内企業の新たなるサービス・製品の創造や経営効率

の向上など社会経済の活力につなげ、ダブルインカムの実現により消費活動を促進し、

地域社会の好循環を図る。 

２．事業内容 
（１）ひめのわセミナー 

1. 経営者向けセミナー 5 回実施 のべ 260 名参加 
2. ペア参加ひめのわセミナー 2 回実施 のべ 43 名参加 
3. スタートアップ支援セミナー 1 回実施 のべ 20 名参加 

（２）えひめ女性活躍推進協議会 
1. 協議会 5 回開催 のべ 165 名出席 
2. 「行動宣言」発表     3. ホームページ開設、冊子作成 

３．事業活動報告 
（１）ひめのわセミナー 
① 経営者セミナー 
経営者に対し、ダイバーシティ経営やリスクマネジメントの観点から女性活躍促進

の効用を説明するセミナーを開催。法人会の支部会、研修と同時開催をすることで、

興味の薄い経営者の方の掘り起しを図った。 
第 1 回 11/4  松山法人会第 14 支部 そらともり 49 名 
第 2 回 1/27 松山法人会第 6 支部 アイテムえひめ 43 名 
第 3 回 1/28 新居浜法人会 ユアーズ 45 名 
第 4 回 2/16 松山法人会伊予支部 松前商工会 59 名 
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第 5 回 2/24 大洲喜多法人会



36 
 

（８）「次世代ワークスタイル事業」（松山市委託事業） 

１．事業の目的（平成 26年 8月 1日～平成 27年 3月 31日） 
女性の活躍は社会や経済を活性化する観点から不可欠となっており、意欲ある女性

が活躍できる環境を企業や社会が整備する事が重要となっている。そこで、松山商工

会議所と連携し、「松山まどんなプロジェクト」を立ち上げた。平成 25 年度に実施し

たポジティブ・アクション展開事業に参加していた女性従業員を中心とした「まどん

なメンタ―ネット（女性従業員対象）」と、まどんなメンタ―ネットを応援する企業の

社長または幹部の方を対象とした「社長・経営幹部連合」の２つの組織を結成し、各

組織において勉強会など実施することで女性の活躍を推進することを目的とする。 

２．事業活動報告 
中予地域で働く女性従業員の相互交流と意見交換を行い、働きやすい職場環境につ

いて考えるために、下記の通り、基調講演と勉強会を実施した。 

開催日 内容 参加人数 

H26.10.28 まどんなメンタ―ネット第 1回勉強会 23名 

H26.11.6 社長・経営幹部連合第 1回勉強会 20名 

H26.11.14 基調講演「生物学から考える女性活躍推進について」 137名 

H26.11.14 分科会① まどんなメンタ―ネット対象 17名 

H26.11.14 分科会② 社長・経営幹部連合対象 26名 

H26.12.2 まどんなメンタ―ネット第 2回勉強会 25名 

H27.1.8 社長・経営幹部連合第 2回勉強会 25名 

H27.2.10 まどんなメンタ―ネット第 3回勉強会 27名 

H27.3.12 社長・経営幹部連合第 3回勉強会 23名 

 
３．広告実施及びメディア報道等の状況表 

掲載日 掲載媒体名 タイトル 

H26.夏号 ひめぎん情報 No.276 
松山まどんなプロジェクトについて～松山の輝く女性
から地域活性化をめざして～ 

H26.9.8 愛媛経済レポート 
「松山まどんなプロジェクト」を開始 
女性活用支援事業を推進 

H26.10.15 広報まつやま 池田清彦さん講演会 

H26.10.25 海南タイムズ 
「松山まどんなプロジェクト」始動 
女性従業員と経営者で 150人組織化 

H26.11 広報誌「ほうじん」 
松山まどんなプロジェクト 
女性活躍推進事業が本格的にスタート!! 

H27.3.28 えひめリビング新聞 「松山まどんなプロジェクト」 

 

（９）「里島出会い創出業務」（松山市委託事業） 

１．事業の目的（平成 26年 6月 9日～平成 27年 3月 31日） 

忽那諸島では、人口減少や高齢化が進行し、自治会組織やコミュニティ活動、冠婚葬

祭など、地域の生活共同体としての機能の維持が懸念される状況にある。そのような背

景を鑑みて、忽那諸島の独身男性（出身者含む）を対象とした、島外の独身女性との出

会いの機会を創出し、結婚を支援する。 

２．事業活動報告 
忽那諸島の独身男性を対象に、結婚に対する考え方等についてヒアリングを行ったう

えで、島内の独身男性と島外の独身女性を対象とした出会いイベントを２回開催した。

また、イベントを通して出会った独身男性と独身女性が協力し、首都圏にて地元の特産
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品など忽那諸島の魅力をＰＲ。協同作業を通じて女性との縁を深めた。 
のべ２２人の島外女性が参加し、４組のカップルが成立した。 

開催日 内容 参加人数 

H26.07.1～2 

他計 6回 忽那諸島独身男性に対するヒアリングの実施 男性 29名 

H26.9.23 えひめ・松山愛ランド deまどんなＣＯＮin松山 女性 11名、男性 11名 

H26.11.1 えひめ・松山愛ランド deまどんなＣＯＮin怒和島 女性 11名、男性 11名 

H26.11.29～30 えひめ・松山愛ランド deまどんなＣＯＮin東京 女性 10名、男性 9名 

 

（１０）青年部会連絡協議会・女性部会連絡協議会・調査課部会 

○青年部会連絡協議会 

伊予西条大会 
     開催日 平成 26年 9月 18日  

会 場 アサヒビール四国工場           出席者数 県下 73名 

講 話 テーマ「みちしるべ ～いかに楽しくいきるか～」 
講 師 第 61 番札所子安大師香園寺住職 山岡 大純 氏     

○女性部会連絡協議会 

法人会 媛の会 

    開催日 平成27年2月25日 

    会 場 ホテルＪＡＬシティ松山          出席者数 67名 

情報交換  

事例発表 テーマ「働きやすい職場を創る 

～企業は人なり 育てて失わないために～」 

     講  師 (株)パルソフトウェアサービス 代表取締役 高市 眞一 氏 

     講  演 テーマ「愛媛県における女性活躍推進」 

     講  師 えひめ女性活躍推進協議会 会長 松浦 祐一 氏  

ｸﾞﾙｰﾌﾟﾃﾞｨｽｶｯｼｮﾝ テーマ 「女性の視点から見た女性活躍推進について｣ 

― その他 ― 
＊使用済み切手の回収 
県連女性部会連協会が主体となり単位会女性部会の協力を得て、使用済み切手を

回収し、財団法人 ジョイセフ（家族計画国際協力財団）へ寄贈。（継続事業） 

また、愛媛県支援の「愛媛ウイメンズクラブ宣言」（平成 20 年 3 月表明)により、

えひめ結婚支援センター、少子化問題や企業が支える子育て支援について、継続

的かつ積極的に推進。 

  県内青年部会・女性部会の部会員数調べ (平成 26年 12月 31日現在) 

単位会名 青年部会員数  女性部会員数 
松     山 270 151 
今     治 65 86 
伊 予 西 条 37 34 
新    居    浜 27 41 
宇     摩 73 60 
大 洲 喜 多 55 52 
八  幡   浜 50 26 
宇    和    島 49 25 

  合  計 626 475 
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○ 調 査 課 部 会 

講演会 

開催日 平成26年8月28日 

会 場 東京第一ホテル松山          出席者数 56名 

講  演  テーマ  「税 務 雑 感」 

講  師    高松国税局 調査査察部長 谷 真澄 殿 

   税務研修会 

    開催日 平成27年3月11日 

     会 場 東京第一ホテル松山             出席者数 63名 

テーマ  ｢平成27年度税制改正案｣｢マイナンバー制度｣について 

講  師  高松国税局 調査管理課長  所谷 良祐 殿 

〃  主査   野口 英夫 殿 

〃国税調査官  廣藤 佑輝 殿 

〈 諸 会 議 等 〉 

６．諸会議 

○ 通常総会 
  一般社団法人移行後 

「第２回通常総会」 
   開催日 平成 26年 6月 4日   
   会 場 東京第一ホテル松山      出席者数 114 名 
   議 事 第１号議案 平成 25 年度決算報告承認の件 

第２号議案 役員一部変更（案）承認の件 

報告事項 理事会承認事項 

・平成 25年度事業報告 

・平成 25年度公益目的支出計画実施報告 

・平成 26年度事業計画 

・平成 26年度収支予算 

        功労者表彰 ・全法連会長表彰(伝達) 13 名 
・県連会長表彰(功労者) 16 名 

 (会員増強功労)新居浜､宇和島法人会  
(福利厚生制度功労)松山、大洲喜多法人会 

○ 理事会・監査 

  第３回理事会 
   開催日 平成 26年 5月 8日 
   会 場 東京第一ホテル松山     出席者数 34 名(内、理事 23 名、監事 3 名) 
   議 事 第１号議案 平成 25年度事業報告並びに決算報告承認の件 

第２号議案 平成 26年度事業計画(案)並びに収支予算(案)承認の件 

第３号議案 第２回通常総会の開催について 

第４号議案 役員一部変更（案）について 

第５号議案 その他 
・業務執行理事の報告 
・委員長の一部変更(案)、参与の変更(案)、規程(案)、福利厚生制度

の推進、借入金の最高限度額について  

第４回理事会 
   開催日 平成 26年 10月 2日 
   会 場 松山商工会館    出席者数 32 名(内、理事 21 名、監事 3 名) 
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   議 事 第１号議 平成 26 年度上半期の各委員会等の報告等について 
       第２号議案 その他 ・業務執行理事の報告 

・今後の「理事会」、「通常総会」(来年度)の開催予定について、福

利厚生制度の推進について 
  監 査 
   開催日 平成 26年 4月 23日    
   会 場 事務局               出席者数 5 名(内、監事 3 名) 
   内 容 平成 25 年度の監査 

・財産の状況及び理事の職務執行状況 
・公益目的支出計画実施報告書 
 

○ 正副会長・委員長会議 

第１回正副会長・委員長会議（通算 15 回目） 
 開催日 平成 26年 10月 2日 

 会 場 松山商工会館         出席者数 13 名 
 議 題 (1)法人会の現状と当面の課題について 他 
第２回正副会長・委員長会議（通算 16 回目） 
 開催日 平成 27年 1月 22日 

 会 場 東京第一ホテル松山      出席者数 14 名 
 議 題 (1)全国専務理事等会議の報告ついて 

(2)行政庁(愛媛県)の立入検査について 他 
第３回正副会長・委員長会議（通算 17 回目） 
 開催日 平成 27年 3月 25日 

 会 場 東京第一ホテル松山      出席者数 13 名 
 議 題 (1)平成 27 年度事業計画案・収支予算案について 

(2)今後の法人会運営について 他 
 
○ 委員会 

 〔総務委員会〕 
第１回総務委員会 
 開催日 平成 26年 8月 21日 
 会 場 ホテルサンルート松山       出席者数 12 名 
 議 題 (1)全法連総務委員会の審議事項について 

(2)新制度移行後の対応等について 他 
第２回総務委員会 
 開催日 平成 27年 3月 5日 
 会 場 松山商工会館            出席者数 12 名 
 議 題 (1)全法連総務委員会の審議事項について 

(2)行政庁（愛媛県）の立入検査について 
(3)平成 27 年度功労者表彰について 他 

 
〔広報委員会〕 

第１回広報委員会 

開催日 平成27年3月20日 

場 所 松山商工会館      出席者数 11名 

議 題 (1)平成２６年度広報活動について 
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(2)平成２７年度の広報活動について 

(3)法人会アンケートシステムについて 他 
 

〔税制・税務委員会〕 
   第１回税制・税務委員会 

    開催日 平成 26年 6月 13日 

    場 所 ホテルサンルート松山        出席者数 12名 

議 題 （1）平成 27年度税制改正要望に関するアンケート調査結果について  

（2）平成 27年度税制改正要望事項について  他 

 
〔公益事業推進委員会〕 

   第１回 公益事業推進委員会 

    開催日 平成26年9月12日 

     場 所 ホテルサンルート松山              出席者数 13名 

        議 題 (1) e-Taxの普及推進策について 

(2) 融資制度、インターネットバンキング特別割引制度について 

(3) 研修事業の実施状況・計画について 

(4) 受託事業について  他 

   第２回 公益事業推進委員会 

    開催日 平成27年3月27日 

     場 所 ホテルサンルート松山              出席者数 10名 

        議 題 (1) e-Taxの普及推進策について 

(2) 融資制度、インターネットバンキング特別割引制度について 

        (3) 県連の研修事業の実施状況について  他 

 

〔厚生事業等推進委員会〕 

     第１回厚生事業等推進委員会並びに感謝のつどい 

開催日 平成 26年 4月 14日 

場 所 ふなや          出席者数 31名 

議 題（1）全法連・県連表彰規程について 

（2）平成 25年度福利厚生制度推進報告 

並びに平成 26年度福利厚生制度推進策について 

（3）各単位会の推進策について 他 

     第２回厚生事業等推進委員会 

    開催日 平成 26年 9月 16日 

     場 所 松山全日空ホテル        出席者数 16名 

 議 題  (1)全法連厚生事業等推進委員会報告について 

(2)平成 26年度福利厚生制度推進策について 

         (3)各単位会の推進策について 他 

     第３回厚生事業等推進委員会 

    開催日 平成 27年 1月 22日 

    場 所 東京第一ホテル松山        出席者数 18名 

 議 題 (1) 平成 26年度福利厚生制度推進状況報告 

(2)四法連３年１０億円推進会議について 

(3) 各単位会の推進策について 他 
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〔共益事業推進委員会〕 

      第１回共益事業推進委員会      
 開催日 平成 26年 8月 20日 
 会  場 サンルート松山         出席者数 14名  

 議 題 (1)会員増強の現況について 
(2)会員増強運動月間の推進策について 

 (3)各単位会の会員増強企画計画について 

 (4)会員交流事業推進の企画・実施について 他 

      第２回共益事業推進委員会      
 開催日 平成 27年 2月 18日 
 会  場 サンルート松山            出席者数 14名  

 議 題 (1)会員増強推進状況について 
(2)平成 27年度の会員増強策について 他 

 

<青年部会連絡協議会・女性部会連絡協議会・調査課部会会議> 

 ○青年部会連絡協議会 

定時連絡協議会 
    開催日 平成 26年 6月 13日  会場 すし丸  出席者数 20名 

        議 題 １. 平成25年度事業報告及び収支決算内訳の報告について 

２. 平成26年度役員ついて 

３. 平成27年度役員の取り決めについて 

４. 平成26年度事業計画及び収支予算内訳の報告について 

５. 第27回連絡協議会（伊予西条大会）について  

        ６. 第 28回全国青年の集い（秋田大会）について 

        ７. 四国の青年部会長サミット（愛媛県連）の開催について 他 

伊予西条大会 
     開催日 平成 26年 9月 18日  

会 場 アサヒビール四国工場           出席者数 県下 73名 
講 話 テーマ「みちしるべ ～いかに楽しくいきるか～」 
講 師 第 61 番札所子安大師香園寺住職 山岡 大純 氏     

    
 ○女性部会連絡協議会 

  定時連絡協議会 

    開催日 平成26年7月30日  会場 東京第一ホテル松山  出席者数 21名 

    議 題 １.平成25年度の事業報告について  

２.平成26年度の事業計画について（県内女性部会員の集合会について） 

３.役員の一部変更について 

 ４.その他（県連女連協の事業、全法連･四法連関係） 

法人会 媛の会 

    開催日 平成27年2月25日  会場 ﾎﾃﾙＪＡＬシティ松山  出席者数 67名 

情報交換  

事例発表 テーマ「働きやすい職場を創る 

～企業は人なり 育てて失わないために～」 

     講  師 (株)パルソフトウェアサービス 代表取締役 高市 眞一 氏 

     講  演 テーマ「愛媛県における女性活躍推進」 

     講  師 えひめ女性活躍推進協議会 会長 松浦 祐一 氏  

ｸﾞﾙｰﾌﾟﾃﾞｨｽｶｯｼｮﾝ テーマ 「女性の視点から見た女性活躍推進について｣ 
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○ 調 査 課 部 会 

    役員会 

    開催日 平成26年8月28日  会 場 東京第一ﾎﾃﾙ松山   出席者数 12名 

    議 題 １．平成26年度「会員交流会議」への提出議案について 他    

   平成26年度「会員交流会議」 

    開催日 平成26年8月28日  会 場 東京第一ﾎﾃﾙ松山    出席者数 56名 

    議  事 ①平成25年度事業報告及び決算報告 

②平成26年度事業計画案及び収支予算 

③役員一部変更案    ④その他 

 

<県内法人会事務局長・職員会議> 

   県下事務局長、職員会議 

    開催日 平成 26年 12月 10日    会 場 松山商工会館  出席者数 22名 

    議 題 (1)全国県連専務理事等会議の報告及び留意事項について 

(2)公益法人制度関連について 

・県による立入検査について 他 

 (3)福利厚生制度について 他 

 

７．事務局体制の強化 

平成 25 年 4 月 1 日より県内法人会は「公益社団法人」、本会は「一般社団法人

（非営利型）」としてスタートし、制度移行後の適正運営、コンプライアンス・ガ

バナンスの強化を図るとともに事務局効率化のために引き続き支援体制を行った。 

 

○公益法人制度改革への対応 

* 公益法人手続き事項・会計等の指導､相談対応（随時）平成 26年 4月～27年 3月 
定期提出書類(平成 25年度事業報告及び補正・修正依頼対応、平成 27年度事業計画) 

 
*「県下新任事務局長研修会」 ―公益法人の運営について― 

開催日 平成 26年 10月 3日  会 場 松山商工会館    出席者数 10名 
内 容 公益法人の運営(年間ｽｹｼﾞｭｰﾙ、公益法人としての最重要項目、定時総

会、理事・理事会・監事、定期提出書類、行政庁への手続き 他) 

*「県下事務局勉強会」 ―公益法人制度関連について― 

開催日 平成 26年 12月 10日  会 場 松山商工会館    出席者数 21名 
内 容 全法連｢助成金申請･報告ｿﾌﾄ｣改訂操作説明、公益法人制度関連(県による

立入検査について 他) 

○統合プラットフォームへの対応 
*会員管理の使用方法について指導、相談対応（随時） 平成 26年 4月～27年 3月 

○全法連研修 

全法連「事務局セミナー」 
    開催日 平成27年3月9日 

    会 場 ハイアットリージェンシー東京    参加者数  県下10名 
    内 容 第１部「法人会の適正な運営について」 

        第２部 「マイナンバー制度について」 
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 ○四法連職員研修 
 四国管内事務局職員セミナー 
  開催日 平成 26年 11月 28日､29日 参加者数 県下 7 名  内 容 視察研修   
            

８．全法連・四法連等事業への参加 

○全法連会議 

第９回法人会全国女性フォーラム 

    開催日 平成26年4月10日 

    会 場 サンポートホール高松   参加者数 県下28名  

    内 容 第１部 記念講演 講師 少林寺拳法ｸﾞﾙｰﾌﾟ 総裁 宗 由貴 氏 

        第２部 式  典 

平成26年度第1回青年部会連絡協議会役員会 

    開催日 平成26年4月11日    

    会 場 秋田キャッスルホテル   参加者 武村全法連青連協顧問 

    議 題 平成26年度の事業計画、租税教育活動、法人会アンケート調査システ

ム、第2回役員会および定時連絡協議会について  他 

全国県連専務理事等会議 

    開催日 平成26年4月16日 

    会 場 全法連会館        参加者 岩丸事務局長 

    議 題 26年度事業計画及び予算､新制度移行後の対応、企業の税務コンプラ

イアンス向上のための取り組み、租税教育用配付物の作成、新設法人

データの活用、全国大会等の今後の開催県連、平成２６年度の助成金

制度の運用、プラットフォームの今後の進め方、法人会アンケート調

査システム、単位会の臨場指導について 

女性部会連絡協議会定時連絡協議会 

    開催日 平成26年6月4日 

    会 場 全法連会館          参加者 福﨑女連協会長 

 議 題 26年度事業計画、法人会全国女性フォーラム、税に関する絵はがきコ

ンクール、いちごプロジェクトの実施について 他 

平成26年度第2回青年部会連絡協議会役員会 

    開催日 平成26年6月20日    

    会 場 全法連会館          参加者 武村全法連青連協顧問 

    議 題 平成26年度の事業計画、租税教育活動、法人会アンケート調査

システム、第3回役員会および定時連絡協議会について  他 

   青年部会連絡協議会定時連絡協議会 

    開催日 平成26年6月20日    

    会 場 全法連会館     参加者 武村全法連青連協顧問、篠﨑青連協会長 

    議 題 平成26年度事、第２８回「法人会全国青年の集い」秋田大会、第２９

回「法人会全国青年の集い」茨城大会、部会員増強運動、役員の選任

について 他 

第４回評議員会 

    開催日 平成26年6月26日 

    会 場 全法連会館       参加者 古森副会長 

    議 題〔承認事項〕平成25年度収支決算の承認、補充理事の選任 

〔報告事項〕平成25年度事業報告､平成26年度事業計画及び収支予算他 

平成26年度第１回公益事業推進委員会 

    開催日 平成26年7月10日 
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    会 場 全法連会館          参加者 野本委員長 

議 題 平成25年度研修参加人員・社会貢献活動実施事業数等、研修参加率向

上表彰、政務コンプライアンス向上のための取り組みについて 他 

平成26年度第１回厚生事業等推進委員会 

        開催日  平成26年7月17日 

        会  場  全法連会館              参加者  近藤委員長 

        議 題  ビジネスガード発足30周年記念事業、福利厚生制度収入のさらなる増

収のための今後の方針施策、今後の法人会のあり方提言書について他 

平成26年度第１回広報委員会 

    開催日 平成26年7月18日 

    会 場 全法連会館       参加者 門田委員長 

    議 題 平成26年度の広報関連事業の取り組みについて、「今後の法人会のあ

り方検討会」の提言書（案）について 他 

平成26年度第１回税制・税務委員会 

    開催日 平成26年7月23日 

    会 場 全法連会館       参加者 篠原委員長 

    議 題 平成27年度税制改正に関する提言の基本スタンスについて、小委員会

の設置について 他 

平成26年度第１回総務委員会 

    開催日 平成26年7月24日 

    会 場 全法連会館       参加者 金井委員長 

    議 題 新制度移行後の対応等、ｶﾞﾊﾞﾅﾝｽの強化、今後の全国大会等の開催地、

企業の税務コンプライアンス向上のための取り組み、「今後の法人会

のあり方検討会」の提言書（案）、第31回法人会全国大会（栃木大会）、

統合プラットフォームについて 他 

平成26年度第１回共益事業推進委員会 

    開催日 平成26年8月1日 

    会 場 全法連会館       参加者 桑原委員長 

    議 題 会員数、新設法人データ、中小企業を対象としたＳ＆Ｐ社の格付けサ

ービスの提供、「今後の法人会のあり方検討会」提言書について 

全国県連専務理事等会議 

        開催日  平成26年8月8日 

        会  場  全法連会館              参加者  岩丸事務局長 

議 題 新制度移行後の運営､今後の全国大会等の開催地、福利厚生制度収入

のさらなる増収のための今後の方針と施策、ビジネスガード３０周年

記念事業、会員増強用ツール、企業の税務コンプライアンス向上のた

めの取り組み、今後の法人会のあり方提言書(案)について 他 

平成26年度第２回税制・税務委員会 

    開催日 平成26年9月3日 

    会 場 全法連会館       参加者 篠原委員長 

    議 題 平成27年度税制改正に関する提言案､本年度の要望活動について 他 

平成26年度第２回厚生事業等推進委員会   

    開催日 平成26年9月9日 

    会 場 全法連会館        参加者 近藤委員長 

    議 題 福利厚生制度収入のさらなる増収のための今後の方針と施策につい

て他 

平成26年度第３回青年部会連絡協議会役員会 
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    開催日 平成26年9月18日 

    会 場 全法連会館          参加者 武村全法連青連協顧問 

議 題 租税教育活動､ｱﾝｹｰﾄ調査ｼｽﾃﾑ、第28回｢法人会全国青年の集い｣秋田大

会の開催準備､第29回｢法人会全国青年の集い｣茨城大会について 他 

第１５回理事会 

    開催日 平成26年9月18日 

    会 場 全法連会館       参加者 森田会長 

    議 題 常任理事の補充選定、平成２７年度税制改正に関する提言及び要望活

動、ガバナンスの確保、今後の助成金配賦のあり方、福利厚生制度収

入の「３年１０億円増収計画」、全国大会等の開催県連、全法連評議

員会運営規則、企業の税務ｺﾝﾌﾟﾗｲｱﾝｽ向上のための取り組み、新たな

会員増強用ツール等、今後の法人会のあり方提言書（案）、業務執行

理事の職務執行状況報告(各委員会等の活動報告)他 

法人会全国大会（栃木大会） 

開催日 平成26年10月16日 

会 場 栃木県総合文化センター    参加者 18名 

内 容 第１部 記念講演 

 演題「日本の行方 ～政治と経済の現状分析と展望」 

 講師 TBSテレビ報道局  

解説・専門記者室長 杉尾 秀哉 氏  

第２部 全国大会式典（平成27年度税制改正提言の報告） 

第３部 懇 親 会 

   平成26年度青年部会第２回連絡協議会 

    開催日 平成26年11月20日    会 場 秋田キャッスルホテル   

参加者 武村全法連青連協顧問、篠﨑青連協会長 

    議 題 第28回「法人会全国青年の集い」秋田大会、租税教育活動、部会員の

増強運動、アンケート調査システム、租税教育活動表彰のプレゼンテ

ーション及び受賞の選定 等 

第28回法人会全国青年の集い（秋田大会）  

開催日  平成26年11月20日 

【租税教育活動プレゼンテーション】 会場 秋田県民会館    参加者数17名 

開催日  平成26年11月21日     

【部会長サミット】 会場 秋田キャッスルホテル   参加者数 2名  

  円卓会議 テーマ「どうなる？どうする？租税活動教育２０２４」 

      【大会式典】 会場 秋田県民会館          参加者数 県下38名  

主催･主管あいさつ､秋田大会宣言､会員増強表彰､租税教育活動事例発表、 

大会旗伝達､次回開催県連PR 

      【記念講演】 演題 「リーダーはいかにあるべきか 

～ユタカな国・美しい心をつなぐために～」 

講師 読売新聞 特別編集委員 橋本 五郎氏 

全国県連専務理事等会議 

    開催日 平成26年12月4日 

    会 場 全法連会館       参加者 岩丸事務局長 

    議 題 今後の法人会のあり方提言書（案）､助成金制度関連、福利厚生制度

収入「３年１０億円増収計画」､立入検査状況及びガバナンス確保、

新たな会員増強用ツール等、税務コンプライアンス向上施策 他 

平成26年度第４回青年部会連絡協議会役員会 

    開催日 平成27年1月23日 

    会 場 全法連会館       参加者 武村全法連青連協顧問 
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   議 題 平成27年度の青年部会関係の事業計画および予算、アンケート調査シ

ステム、租税教育活動、第28回「法人会全国青年の集い」秋田大会の

報告、第29回「法人会全国青年の集い」茨城大会について 他 

平成26年度第３回厚生事業等推進委員会   

    開催日 平成27年2月3日 

    会 場 全法連会館        参加者 近藤委員長 

    議 題 「３年１０億円増収」計画について、福利厚生制度推進表彰について、

平成27年度事業計画について、ビジネスガード発足30周年記念事業に

ついて、今後の法人会のあり方提言書について、他 

平成26年度第２回公益事業推進委員会 

    開催日 平成27年2月4日 

    会 場 全法連会館        参加者 野本委員長 

    議 題 平成26年度事業の総括、平成27年度事業、税務コンプライアンス向上

施策について、今後の法人会のあり方提言書(案)ついて 他 

平成26年度第３回税制・税務委員会 

    開催日 平成27年2月18日 

    会 場 全法連会館       参加者 篠原委員長 

議 題 平成26年度における税制に関する活動総括、平成27年度事業計画およ

び予算、平成28年度税制改正に関する提言の策定 他 

平成26年度第２回共益事業推進委員会 

    開催日 平成27年2月24日 

    会 場 全法連会館        参加者 桑原委員長 

    議 題 平成26年度の会員増強結果、平成27年度の活動方針、日本ＳＭＥ各付

けの導入、V-toolの運用、今後の法人会のあり方提言書について他 

平成26年度第２回総務委員会 

    開催日 平成27年2月25日 

    会 場 全法連会館         参加者 金井委員長 

    議 題 「理想とする法人会像(あるべき姿)」「理念」「行動規範」、27年度

の事業計画案及び予算案、全法連委員会等規程の改定案について他 

全法連「事務局セミナー」 
    開催日 平成27年3月9日 

    会 場 ハイアットリージェンシー東京  参加者数  県下10名 
    内 容 第１部「法人会の適正な運営」 第２部「マイナンバー制度について」 

第１６回理事会 

    開催日 平成27年3月19日 

    会 場 全法連会館       参加者 森田会長 

    議 題 「理想とする法人会像(あるべき姿)」「理念」「行動規範」、平成27

年度事業計画案及び予算案、全法連委員会等規程の改定案、第５回定

時評議員会、福利厚生制度推進表彰規程の一部改定 他 

 

○四法連会議 

      四国四県第２回専務理事・事務局長会議 

     開催日 平成26年6月30日          参加者 県下2名（全体11名） 

     会 場 大同生命ビル（高松）  

     議 題 四法連事業活動について､高松国税局連絡事項､第9回法人会全国女

性フォーラム香川大会の開催結果について   

   四国法人会連合会青年部会連絡協議会第１２回定時連絡協議会 
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    開催日 平成26年7月8日  会 場  大同生命ビル(高松)  参加者数 県下3名 

        議  題  平成25年度事業経過報告並びに決算報告承認 

平成26年度事業計画案並びに収支予算案承認 他 

第３４回四国の法人会事務局長会議 

    開催日 平成26年8月1日      

    会 場 ＪＲﾎﾃﾙｸﾚﾒﾝﾄ高松         参加者数 県下9名（全体 34名） 

内 容  「公益目的事業の実施状況と課題について」意見・情報交換 

    四法連第４２回通常総会役員総会 

        開催日 平成26年10月7日          参加者 篠﨑青連協副会長 

     会 場 JRホテルクレメント高松       

        議  題  第20回四国の法人会青年部会長サミットの開催について 他 

第２０回四国の法人会青年部会長サミット 

    開催日 平成26年10月23日  会場 国際ホテル松山  参加者数 県下17名 

     内 容 第28回全国青年の集いについて 

【部会長サミット】 

                第28回全国青年の集い秋田大会部会長サミットについて 他 

正副会長会議 

     開催日 平成26年10月7日   会場 ＪＲﾎﾃﾙｸﾚﾒﾝﾄ高松    参加者 １名 

議 題  第42回通常役員総会開催、四国における全国大会・青年の集いの開催

について、今後の運営等について 他  

第42回通常役員総会 

    開催日 平成26年10月7日 

     会 場 ＪＲホテルクレメント高松 参加者数 県下11名（全体 73名） 

    内 容 役員総会 

         議事 平成25年度事業報告･決算報告承認､平成26年度事業計画案･ 

            収支予算案承認 

    研修会  テーマ「点描・これからの税務行政」 

         講 師 高松国税局長 吉田 寿彦 氏 

四法連女性部会連絡協議会役員会 

     開催日 平成26年11月27日 

     会  場  城西館   参加者数 県下2名（全体 8名） 

      議 題 第10回女性部会長サミットの開催、 他 

四法連女性部会連絡協議会「第10回女性部会長サミット」 

     開催日 平成26年11月27日 

     会  場  城西館  参加者数 県下17名（全体 63名） 

      内 容・高松国税局との意見交換 法人課税課課長 

・第10回法人会全国女性フォーラム福岡大会開催について      

「３年１０億円」推進会議 

     開催日 平成26年12月18日  会  場  高松大同生命ビル  参加者数 2名 

      内 容 計画の概要、今後の推進計画について 

四国四県第1回専務理事・事務局長会議 

     開催日 平成27年1月9日           参加者数  県下2名（全体11名） 

     会 場 ホテルサンルート徳島  

     議 題 四法連の事業活動、高松国税局連絡事項、第32回法人会全国大会徳

島大会の開催、全法連会長表彰(事務局役職員)選定、税に関する絵

はがきコンクール作品の選定、福利厚生制度の推進について  他 

 
 


